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はじめに
　明治大学は、2001年に開学120周年を迎えた。明治法律学校が、主に、代言人および裁判官の養成を
目的のひとつとして創設され、ボワソナード門下の秀逸を集めた講師陣のもとで、幾多の優れた法曹を
輩出したことは、先学の諸研究によって既に明らかにされている。しかしながら、講師陣の内で最も研
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究が進んでいると思われる岸本辰雄にっいてみても、その完全な法学著作目録さえ未だ作成されておら
ず、その民法理論一たとえば、師ボワソナードのそれとの対比やフランス民法学説の受容形態など一・
商法理論一たとえば、彼の資本主義的商事観やフランス商法学説の受容形態など一をはじめとして、彼
が担当したその他の講義の内容を、総合的に一法制官僚・法曹としての実際的活動とも関連づけながら
一分析する作業は、明治大学史研究や向井健・三枝一雄・山形万里子氏らの労作があるとはいえ、まだ
まだ不充分な状況にある。岸本とともに創立者として名を連ねる宮城浩蔵・矢代操にっいての研究状況
もほぼ同様であり、磯部四郎・井上正一・熊野敏三・高木豊三・光妙寺三郎ら他の講師たちに至っては、
まとまった研究は皆無と言ってよい。
　そこで、今回の共同研究では、①創立者の三人にとどまらず、検討の対象を講獅陣全体にまで拡大し、
②従来の研究成果に加えて、これまで知られていない講義録や著作類を発掘収集して、③明治法律学校
で行われていた法学教育の内容を総合的に分析すること。また、こうした、法理論上の検討にとどまら
ず、④彼らの法曹実務家としての活動をも追跡し、実践面での検討もあわせて行うこと。さらには、彼
らの教えを受けた⑤卒業生司法官・代言人の法曹活動についても資料収集に努め、明治法律学校時代に
うけた法学教育の影響を探ることを目指した。
　具体的な資料収集活動としては、まず、国立国会図書館・法務省法務図書館・最高裁判所図書館・国
立公文書館をはじめ、東京大学・京都大学・神戸大学などの大学図書館において、明治法律学校講師の
講義録や著作を収集し、また、講師陣や卒業生代言人らの在野法曹活動にっいては、当時の法律雑誌や
新聞の記事を手がかりとして、各地に残る地方資料を調査発掘することに努めた。岸本辰雄の出身地で
ある鳥取県鳥取市、磯部四郎の富山県富山市、光妙寺三郎の山口県防府市、矢代操の福井県鯖江市、宮
城浩蔵の山形県天童市ほかの公立図書館・資料館において現地調査を実施し、関係資料を収集した。
　また、日本の民法学説史に造詣が深い平井一雄教授（独協大学法学部）と諮って「日本近代法学史研
究会」を立ち上げ、在京の法制史・民法・近代史・大学史の研究者、および血縁者・郷土史家らの協力
も得て、七回の研究会を開催した。開催日・報告者及びテーマは次の通りである。
第1回（2001年10月01日）
　研究会発足の趣旨と今後の方針一懇談会；明治期の法学者とその果した役割一
第2回（2001年11月24日）
　木々康子（作家、磯部四郎の縁者）「磯部四郎とその周囲の人々」
第3回（2002年04月20日）
　渡辺左近（信山社）「出版人からみた磯部四郎」
第4回（2002年06月15目）
　栗三直隆（富山県滑川市光明寺住職、郷土史家）「富山における磯部四郎」
第5回（2002年11月02日）
　村上一博（明治大学法学部）「明治19年公証人規則の制定と岸本辰雄」
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第6回（2002年11月30目）
　鈴木秀幸（明治大学歴史編纂室）「「大学史と地方史」の研究一明治期青少年の夢を追って一」
第7回（2003年03月真2日）
　橋本恭宏（明治大学短期大学）「明治大学創立者岸本辰雄と民法審議」
　以上のように、今回の共同研究では、多方面にわたる資料収集・研究活動を行った。本報告書におい
ては、研究成果の一端を示すにとどめざるを得ないがω、まず、明治法律学校における明治20年前半ま
での講義科目と担当者について確認し、次いで、とくに岸本辰雄の立法活動とその法理論に焦点を絞っ
て、明治10年代の公証人規則の制定に果たした役割を、明治法律学校で行った講義と関連づけながら検
討することにしたい。
　　注
（1）　研究成果の一部は、既に、村上一博「明治大学法学部機関誌の沿革」（1・2）（『法律論叢』74巻
　6号・75巻1号、2002年3月・10月）、「旧民商法施行断行論（明治法律学校関係）の新資料四編」
　　（『法律論叢』75巻5＝6号、2003年3月）、「磯部四郎の旧民法擁護論一『法治協会雑誌』号外二
　編一」（『明治大学社会科学研究所紀要』41巻2号、2003年3月）および、Kazuhiro　MURAKAMI，　La
　Thさse　pour　la　Licence　en　drQit　（Facult6　de　droit　de　Paris）par　Siro　ISSOB］自，　MeijiLaw　Journal，
　vol．10，2003・3，として発表済みである、
第1章草創期明治法律学校における法学講義
　A）明治14～16年の講義科目と担当者
　明治法律学校は、明治14（1881）年1月17日、東京府麹町区有楽町3丁目1番地（数寄屋橋内旧三楽舎旧
島原藩邸跡、現在のニュートーキョービル［千代田区有楽町2丁目2］の北側付近）に開校したω。当初の講
義は、創立者の3人が担当し、岸本辰雄が仏国民法半部・同商法・行政法、宮城浩蔵が日本刑法・治罪法、
矢代操が仏国民法半部・民事訴訟法を担当したようである②。まもなく、西園寺公望が仏国行政法を担当、
続いてアペール（通訳宇川盛三郎）・井上正一・杉村虎一・一瀬勇三郎が講師に加わった。開校年から翌
15年にかけての講師および講義課目を、当時の諸新聞の広告記事などから見ると、次の通りである。
14年9月より
　　仏国民法人事編講義
　　同　契約編・日本刑法輪講
　　同　売買編輪講
???????????
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日本刑法講義
経済学講義
第二第四土曜日法論会々頭
毎月三回擬律擬判受持
宮　城　浩　蔵
アッペール（宇川盛三郎口訳）
西園寺　公　望
杉　村　虎　一
15年1月より
　　経済学
　　行政法
　　商　法
　　日本治罪法
　　討論会
　　仏国民法名代契約
　　同　賃貸契約
　　擬i律擬判
調阻ヨ盛
?????????ー ???一?? ??? ?
15年9月より
　　仏国商法
　　日本刑法
　　仏国民法特権ノ部
　　経済学
　　行政法
　　仏国民法貸借ノ部
??????? ??????????? ?
　15年9月からの講義予定では、西園寺公望と一瀬勇三郎の名前が消えていることが分かる。その後ま
もなく、熊野敏三と井上操が講師陣に加わり、熊野は法律大意・人事法・相続法・万国公法を、井上操
は財産法・治罪法・訴訟法・英吉利証拠法を担当したようである。
　東京府から布達された「町村立私立学校幼稚園書籍館設置廃止規則」に対して、16年2月に東京府学
務課に提出された「明治法律学校明細書」によると、教師数は全7名で「仏蘭西大学法律博士一名同学
士二名同明法寮法学校二於テ仏人ボアソナード氏二就キ仏国六法ヲ卒業シタル者二名仏国二十二年間留
学シ法律政体ノニ学科ヲ学ヒタル者一名」と記されている（もう一名については記載なし）。「仏蘭西大
学法律博士一名」は井上正一、「同学士二名」は岸本辰雄と宮城浩蔵、「同明法寮法学校…　二名」は矢代
操と杉村虎一、「仏国二十二年間留学…一名」は西園寺公望、を指すのであろう。生徒は3年制が採ら
れ、講義課目は、次のように記されている。
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1年生
2年生
3年生
　　　　　　　　　　　明治　’社会rv，一14　究所、
前期：仏国民法人事ノ部、日本治罪法
後期：仏国民法財産ノ部、日本刑法
前期：仏国民法相続ノ部・遺贈ノ部、仏国訴訟法
後期：仏国民法証拠ノ部・契約ノ部、仏国訴訟法、経済学
前期：仏国民法夫婦財産契約ノ部・売買ノ部・交換ノ部・賃貸ノ部・会社ノ部・貸借ノ部、
　　　仏国商法会社ノ部・諸手形法・海上保険法、仏国憲法、経済学
後期：仏国民法付託法・偶成契約ノ部・代理ノ部・保証ノ部・和解ノ部・質ノ部・先取特権
　　　書入質、仏国商法船舶法・分散及倒産法・商事裁判法、行政法、経済学
　「明治法律学校明細書」から各講義課目の担当者について知ることはできないが、15年までと比較し
て、講義課目が格段に充実していることが分かる。
B）明治18～19年の講義科目と担当者
　16年9月から2年間の講義課目・担当者については委細不明であるが、18年9月以降については、詳
しく知ることができるω。
第1年科
法律大意、［仏民法1人事法・相続法
［仏民法］財産法、治罪法
刑法
第2年科
［仏民法］贈与［贈遺］・契約・証拠・賃貸・貸借・付託
　・偶生契約・代理・保証・和解・質
［日仏］訴訟法
経済学
擬律擬判
第3年科
民法草案
［仏民法〕売買・交換・会社・債主特権・書入質
　・不動産差押・期満得免・行政法
〔仏］憲法
万国公法
????? ?? ?
????????? ?
磯　部　四　郎
岸　本　辰　雄
光妙寺　三　郎
熊　野　敏　三
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［仏商法、
擬律擬判
日本為替手形法、行政法］
　なお、当時の時間割表が『明治法律学校規則』（明治18年9月）に掲載されているので、参考までに
掲げておこう。
図表【A】明治18年の時間割表
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『明治大学百年史』第3巻通史編1（p151）
　19年1月になると、従来の法律学科に加えて、行政学科が新設される。しかし、法律学科の講義課目
にっいて18年度と比較してみると、仏行政法と仏商法が第2年科に見出されるほかに、とくに大きな変
更点はない。
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所紀明治大学社会科学
　19年8月に森有礼文部大臣から発せられた通達「私立法律学校特別監督条規」を受けて、20年3月以
来幾度となく、日課表の変更届が帝国大学監督委員宛てに提出されているが、4月21日付けの日課表を
示せば、次の通りである（4）。
図表【B】明治20年4月21日づけの課目表
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『明治大学百年史』第3巻通史編1（p196）
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C）明治21年の講義科目と担当者
　さらに、21年4月の『帝国大学特別監督私立法律学校規則』第9条で、法律学部の科目編成は、次の
ように定められた。
第1年科
法学通論
仏国民法前加巻・人事法・財産法（仏国民法及ヒ日本民法草案対照）
日本刑法　全
日本治罪法　全
第2年科
相続法・贈与及ヒ遺嘱法・契約ナクシテ生スル義務法・契約法・私犯法・証拠法・賃貸法・民事会
　社法・貸借法・付託法・偶成契約法・代理法・保証法・和解法・質法（仏国民法及ヒ日本民法草
　案対照）
日本訴訟法草案（仏国訴訟法対照）
仏国商事会社法（日本会社法草案対照）
日本手形法（仏国手形法対照）
口述推問
擬律擬判
第3年科
夫婦財産契約法・売買法・交換法・特権及ヒ書入質法・所有権ノ強逼収奪法・時効法（仏国民法及
　ヒ日本民法草案対照）
一般ノ商法・海上法・破産法・倒産法（仏国民法及ヒ日本民法草案対照）
仏国行政法　全
憲法　全
口述推問
擬i律擬判
　それぞれの担当者名は明らかでないが、同規則中に、教員として列挙されているのは、西園寺公望・
岸本辰雄・宮城浩蔵・矢代操・杉村虎一・熊野敏三・宇川盛三郎・小池靖一・井上操・岡村輝彦・磯部
四郎・乗竹孝太郎・光妙寺三郎・内藤直亮・井上正一・木下廣次・木下哲三郎の17名である。
　以上が、明治法律学校の草創期、すなわち明治14年の創立から明治21年まで、文部省ないし帝国大
学による講義課目への統制指導が行われるまでの（法律学科の）講義課目の変遷である。
　とくに岸本辰雄について見ると、結局のところ、明治法律学校において彼が担当したのは、フランス
民法および商法の講義であり、フランスから帰国して以来、法制官僚として商法関係の立法に関与して
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いた点をあわせて考えると、とりわけ後者（商法分野）にっいて、該博な専門知識をもっていたと考え
られる。
　ともあれ、以上本章で述べてきた講義内容が⑤、明治法律学校における実際の講義を網羅しているわけ
ではないようである⑥。少なくとも、以下、本稿で紹介する岸本辰雄による「公証人規則講義」（明治19年
9～10月）は、脱漏している。当該講義のように、臨時あるいは特別講義といった類が、随時、実施され
ていた可能性があるのであるω。
　　注
（1）　『明治大学の発祥』（1995年、明治大学）参照。
（2）以下に述べる講義課目と講師については、『明治大学百年史』第3巻通史編1（1992年、明治
　大学）および『明治大学百年史』第1巻史料編1（1986年、明治大学）を参照。
　　ちなみに、明治14年1月発免の『法律志叢』第27号に掲載された「明治法律学校設立広告」で
　は、創立者3人のほかに、一瀬・アッペール・杉村・西園寺・磯部が、開校当初から講義に加わる
　旨が記されている（高塩博「『明治法律学校設立広告』の紹介」『法史学研究会会報』創刊号、1996年、
　16～19頁）。
（3）この講義広告（『明法雑誌』第8号［明治18年9月7日］掲載）と、同年に印行された「明治法律
　学校規則1第46条に規定された課目と比較し、［］で注記しておいた。
（4）　「私立法律学校特別監督条規」が配置すべきことを命じた講義課目は、次の通りである。
　　第1年
　　　民法（人事編）
　　　　　私権、身分証書、住所、失踪、婚姻、離婚、父タルコト、養子、父権、幼者、後見、丁年
　　　　　者、禁治産、裁判上ノ保佐人
　　　同　　（財産編）
　　　　　財産区別、所有権、収実権、地役
　　　刑法
　　第2年
　　　民法
　　　　　時効、契約、売買、交換、賃貸、貸借、付託、偶生契約、代理、和解、会社
　　　訴訟法
　　　治罪法
　　第3年
　　　民法
　　　　　保証、質、書入質、先取権、相続、贈遺、遺嘱、婚姻財産、契約
　　　商法
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　　　擬律擬判
（5）講義録は、『明法雑誌』など学校機関紙に随時掲載された。21年以降は、「講法会」から広く出
　版されるようになるが、実際におこなわれた講義を刊行したものではない。
（6）1998年末、仙台在住の東海林恒英氏から筆者（村上）を経由して本学に寄贈された講義筆記録は、
　中村清七郎・松田茂三郎・伊藤徳太郎（いずれも明治23年7月明治法律学校卒業）の三人の学生が、
　主として、明治19年から23年の講義を筆記したものであり、分野・講師別に（およそ講義年月目
　順に）整理してみると、以下の通りである。
　　　民法
　　　　杉村虎一一口述『仏国民法財産編』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年1月12日）～第27回（同年4月20日）
　　　　杉村虎一口述『仏蘭西民法前加巻講義』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（［明治20年］4月27日）～第9回（同年6月10日）
　　　　岡村輝彦口述『英国証拠法講義』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年9月20日）～第10回（同年12月13日）
　　　　熊野敏三口述『仏国民法前加巻講義』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年10月6日）～回数不詳（年月日不詳）
　　　　矢代　操口述『仏国民法貸借法』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治21年9月11日）～第5回（同年11月6日）
　　　　矢代　操口述『仏国民法会社法』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治21年9月13目）～第7回（同年ll月8日）
　　　　矢代　操口述『日本民法草案　財産取得編　先占添付之部』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（年月日不詳）～第9回（年月日不詳）
　　　　磯辺［部］四郎口述『仏国民法相続法』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治21年9月14日）～第2回（同年9月21日）
　　　　磯部四郎口述『日本民法草案　財産取得編講義　売買之部』（松田茂三郎筆記）
　　　　　　第1回（明治22年12月4日）～第15回（23年4月2日）
　　　　磯部四郎口述『交換和解及会社法講義』（松田茂三郎筆記）
　　　　　　第16回（〔明治23年］4月7日）～第20回（同年4月23日）
　　　　［木下哲三郎口述］『民法草案　担保編　保証之部』（［中村清七郎筆記］）
　　　　　　第1回（明治22年9月［日不詳］）～第11回（年月日不詳）
　　　　［木下哲三郎口述］『民法草案　担保編　連帯之部』（［中村清七郎筆記］）
　　　　　　第11回（年月日不詳）～第19回（年月日不詳）
　　　　木下哲三郎口述『民法草案　担保編　留置権ヨリ不動産質二至之部』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第［20］回（明治22年12月［日不詳］）～第28回（23年2月4日）
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　木下哲三郎口述『日本民法草案　債権担保編講義　物上担保之内先取特権之部』
　　　（松田茂三郎筆記）
　　　第29回（明治23年2月7日）～第42回（同年4月8日）
　木下哲三郎口述『日本民法草案　物上担保編抵当之部講義』（松田茂三郎筆記）
　　　第43回（明治23年4月［日不詳］）～第50回（同年5月16日）
商法
　岸本辰雄口述『仏国商法講義』（中村清七郎筆記）
　　　第1回（明治21年10月22日）～第6回（同年12月3日）
　岸本辰雄口述『仏国商事会社法講義』（中村清七郎筆記）
　　　第11回（明治22年2月22目）～第12回（年月日不詳）
　本尾敬三郎口述『日本商法草案講義　海商之部824－859条』（中村清七郎筆記）
　　　第1回（年月日不詳）～第7回（［年不詳］5月正0日）
　長谷川喬口述『日本商法草案講義　破産編之部978－984条』（中村清七郎筆記）
　　　第1回（明治22年9月20日）～第7回（同年12月20日）
　樋山資之口述『日本商法草案講i義　破産編之部985－1022条』（中村清七郎筆記）
　　　第8回（明治23年2月18日）～第13回（同年4月25日）
　樋山資之口述『日本商法草案　破産編講義』（松田茂三郎筆記）【上と同内容1
　　　第8回（明治23年2月18日）～第13回（同年4月25日）
刑法・刑事訴訟法
　宮城浩蔵口述『日本刑法講義』（中村清七郎筆記）
　　　第1回（明治20年9月27日）～第21回（年月日不詳）
　井上正一口述『日本治罪法講義』（中村清七郎筆記）
　　　第1回（年月日不詳）～第18回（［年不詳］3月8日）
憲法・行政法
　宇川盛三郎口述『仏国行政法講義』（中村清七郎筆記）
　　　　（回数・年月日ともに不詳）
　宇川盛三郎口述『日本行政法講義　第一』（伊藤徳太郎筆記）
　　　第1回（明治22年9月18日）～第19回（同年12月18日）
　宇川盛三郎口述『日本行政法　第二巻目』（伊藤徳太郎筆記）
　　　第20回（明治23年1月22日）～第31回（同年4月10日）
　光妙寺三郎ロ述『憲法』（筆記者不詳）
　　　第1回（［明治23年］9月14日）～第19回（［明治24年］5月6日）
経済学
　乗竹孝太郎口述『経済学総則篇講義　一』（中村清七郎筆記）
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　　　　　　第23回（明治19年10月13日）～第36回（明治20年3月18日）
　　　　乗竹孝太郎口述『経済学貿易篇講義　二』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年3月25日）～第12回（同年7月8日）
　　　　乗竹孝太郎口述『理財学講義』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年1月17日）～第19回（同年7月4日）
　　　　乗竹孝太郎口述『理財学講義　歴史之部』（中村清七郎筆記）
　　　　　　第1回（明治20年8月17日）～第13回（年月日不詳）
　　　以上のように、民法人事編・民事訴訟法・手形法あるいは擬律擬i判など、若干の欠落はあるが、
　　ほぼすべての講義が含まれていると言ってよい。今後、順次検討していく予定である。
（7）明治10～20年代における岸本の民法（とりわけ家族法）および商法理論に関しては、別稿におい
　て詳しく検討したい。
第2章岸本辰雄の公証人規則講義
A）公証人規則前史
　以下本章においては、岸本辰雄による「公証人規則（明治19年8月）」講義を紹介するが、その前に、
同規則が定められるに至った経緯を簡単に振り返っておきたい。
　我が国における公証人法制の沿革は、明治10年、大木喬任司法卿の命に従い、司法省御雇オランダ人
のアダーム・ラパールを顧問として、民法編纂掛分科委員の判事長森敬斐らが作成した「公証人規則草
按」（明治10年7月7目～12月に完成したと推測される）に遡る（1）（2）。
　右按は、数度にわたる修正を経たのち（3）（4）、明治14，年11月14日に、第264号議案「公証人規貝11布告
案」として元老院会議に付された（第一読会）。内閣委員として周布公平と長森敬斐（ともに参事院議官）
が出席し、起草の趣旨を説明している㈲。周布は、「公証人ノ社会二必要ナルハ、恰モ代言人二同シ、即
チ代言人ハ原被告ヲ訴訟既発二弁護シ、公証人ハ之ヲ未発二予防スル者」であり、「試二我国方今起訴ノ
原因ヲ探求スルニ、多クハ契約ノ疎漏ニシテ証拠ノ確実ナラサルニ基ク者ナルヲ以テ、之力為メニ往々
直者反テ曲者トナルノ弊アリ。是レ政府、公証人ヲ公認シ之ヲ監督スルニ適当ノ規則ヲ設ケ、社会ノ契
約ヲ完全ナラシメント欲シ、本案ヲ起草セシ所以」であると述べ、続いて長森が「契約証書ノ疎漏」の
実態例を挙げて、公証人の設置は「従来ノ弊風ヲー掃スルノミナラス、無学文盲ノ徒モ安心シテ之二嘱
托スルヲ得ル」と弁じた。
　同案に対しては、柴原和元老院議官から、とくに、免許代言人が無試験で公証人となりうる点（公証
人規則付録「公証人選任規則」第1・2条）について異議が出された。柴原は「僻地ノ地ノ代言人ヲ見ヨ。
人民二利ヲ与フルコト実二少クシテ、害ヲ与フル却テ多シ。此ノ如キ者ヲ以テ公証人ト為ス如クンハ、
其害堂償フヲ得ヘケンヤ。惟フニ本案ハ至急ヲ要スルニアラス。…民法ト相因ル者ナレハ、全部付托修
正委員ヲ撰定シ、丁寧二調査シテ徐々本議二付ス」可き旨の「特別ノ建議」を提起したのである。この
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建議は可決され、修正委員として楠田英世・柴原和・津田出・箕作麟祥・渡邊験の5名が指名された。
要するに、明治14年11月の「公証人規則布告案」は、代言人に対する不信感と公証人の不正防止策の
不備を主な理由として、修正されることになったわけである。
　その後の経緯については、元老院会議筆記からは知りえないが、後年の箕作麟祥の言によれば、10数
回にわたって修正委員会が開かれ、内閣委員とも協議のうえ、修正案を議長へ報告せんとしていたとき、
明治18年10月28日に、「都合」により一理由は委細不明である一一旦、内閣に奉還された。
B）公証人規則と法制局参事官岸本辰雄
　明治19年7月10日、あらためて「公証人規則」の修正案（第519号議案）が、「登記法」（第521号
議案）とともに、元老院会議に付された⑥。両法案は分離して審議されることとなり、「公証人規則」の
審議は、7月19日から開始された（i禁傍聴）。第一読会（同日）・第二読会（26・28日）・第三読会（28目）
の3日間におよぶ審議には、政府委員として、周布公平と岸本辰雄（ともに法制局参事官）が出席し、
原案の趣旨説明と議官らとの質疑を担当したω。
　周布がまず、これまでの同法案の経緯と立法趣旨について発言した。「明治十四年二於テ其［公証人］
規則案ヲ当院ノ議二付セラレテ可ト決シ、第一読会ノ終二方リ修正委員ヲ設ケ本官モ内閣委員トシテ之
ヲ叶議シ、多少ノ月日ヲ費シテ已二十ノ八九ハ其修正ヲ結了セリ。然ルニ内閣ノ都合ヲ以更二参事院ノ
審議二付シ、委員ヲ設ケテ之ヲ調査シ、其後法制局二引継キ、再ヒ調査セシメタリ。元来裁判事務ハ民
智ノ進化スルニ随ヒ、日二月二繁多ヲ加フ。畢寛訴訟ハ契約ノ疎漏ヨリ生スル者ナレハ、最初二其意思
ヲ充分二明記セハ、後来二紛紙ヲ来ス無カル可シ。故二欧州ノ文明国ハ已二其施設アリ。本邦二於テモ
即今要用ヲ感シ、商社法ニモ公証人ノ事ヲ掲ケリ。思フニ今日公証人ヲ設クルハ、時機巳二晩シトスル
モ敢テ早シト為サス。j（8）と。
　岸本が、いつの時点から公証人規則の立案に関わるようになったかは明確でない。岸本は、明治13年
2月にフランス留学から帰国して後、14年1月に、明治法律学校を創設する一方、元老院内に設けられ
た日本海令草案審査局の御用掛に任じられ（～11月）、これ以降、参事院商法編纂局の商法編纂委員（15年
3月～17年5月）、同制度取調局の会社条例編纂委員（17年5月～19年3月）・破産法編纂委員（18年3月
～19年3月）、内閣法制局の商法編纂委員（19年3月～20年4月）、司法省法律取調委員会の法律取調報
告委員（20年11月～24年5月）などを歴任し、主として商法関係の草案の作成に関与している（9）。岸本
が公証人規則に関わるようになったのは、18年12月に内閣制度が施行されて一参事院制度取調局が内閣
法制局に再編されるのは19年3月である一、岸本が法制局参事官に任じられた頃からではなかったかと
推測される（10）（11）。
　さて、元老院会議における岸本の発言回数は30回余りに及んでおり、内容も規則案の細部に亘ってい
るが、ここでは、村田保議官との間で応酬された2つの問題に絞って、岸本の発言内容を検討してみた
い。
　1）　原案第20条第2r刑法第二編第四章…重軽罪ヲ犯シ確定判決ヲ受ケタル者」。
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　同条項は、公証人の欠格事由に関する規定であるが、第二読会において、村田保から修正案が提起さ
れた。村田は言う。府県会議員の場合、旧法により一年以上の懲役に処せられ及び国事犯禁獄の処刑を
受けた者は議員たりえず、代言人の場合も同様である。しかるに、「官吏ノー部分ニシテ信用ヲ要スル」
公証人の場合、刑法第一章の皇室に対する罪および第二章の国事犯を欠格事由としていないのは「太タ
不権衡」であるから、「一年以上軽重禁鋼ノ刑二処セラレ主刑満期後五ケ年ヲ経サル者」と修正すべきで
あると（12）。この修正意見に対して、周布は同項が裁判所官制（勅令第40号）第九条に拠った点が強調さ
れ、岸本も次のように述べた（13）。
　　本案ハ勅令第四十号裁鞠所官制二拠ルモ柳力異ナル有リ夫レ公証人ハ人民ノ信用ヲ得テ公正証書ヲ
　作ル者ナリ故二厳二信用ヲ害スル罪犯ヲ防遇セサル可カラス皇室二対スル罪、国事犯、放火罪等ハ信
　用ヲ害スル罪ト其性質ヲ同ウセス故二独リ止タ裁判所官制二拠ルノミナラス荷ム信用ヲ害スル罪ヲ犯
　ス者ハ公証人タルヲ得セシメサルニ在リテ即チ公正証書ヲ作ル分限ヲ害スル罪ヲ掲ケタルナリ立案ノ
　主旨此ノ如シ…是レ犯罪ノ性質二依テ論セサル可カラス彼ノ府県会規則ノ如キハ此標準ト為ス可キ
　ニ非サルナリ
　村田は、この答弁に納得せず、「其レ答弁ハ無底ノ袋嚢二髪髭タリ況ヤ原案ハ官吏ノ身分ヲ詐称スル
罪…等ヲモ遺脱セリ是等ハ信用ヲ害スル罪二非スシテ何ソ」と再答弁を求めた。岸本は「刑法中二掲ク
ル信用ヲ害スル諸罪モ本ト自ラ軽重ヲ存ス若シ之ヲ弁別セサレハ凡ソ罪二罹ル者悉ク公証人タルコトヲ
得ス元来本案ハ只是レ公証人ノ公正証書ヲ奇貨トシテ再ヒ罪ヲ犯スヲ恐ルルカ故二其患ヒ有ル性質二係
ル罪を掲ケタルナリ」と答えたが、村田はさらに執拗に、監守盗のような破廉恥甚しき罪の遺漏につい
て質した。
　そこで箕作麟祥から、列挙犯罪について検討するため調査委員の設置が建議されることとなったが、
岸本は「原案決シテ信用二関スル罪ノ処分ヲ遺脱セシニ非ス刑法第百七十五条ノ末文ニハ「各本条二照
シ重キニ従テ処断ス」ト言ヒ而シテ本案ノ精神タル専ラ信用ヲ害スルノ罪ヲ嫌忌スルカ故二其主旨を縷
述セシナリ然ルニ現問題ノ如ク刑期後ノ五年ヲ経過スルトキハ斯ル不信用ノ人物ヲシテ公証人タラシム
ルハ本案ヲ設クル主旨二反ス」と原案維持を重ねて訴えたが、村田から「無用ノ弁明」と一蹴され、結
局、調査委員の設置が可決された（14）。
　その後、調査委員から同項を「盗罪詐偽罪賄賂収受ノ罪及賊物二関スル罪ヲ犯シ刑ヲ受ケタル事」と
修正することが提案されたが、岸本は「詐欺罪ナル字例ハ独リ之ヲ代言人規則二用ヒタルノミニシテ近
時ノ法文ニハ多ク之ヲ用ウルヲ見ス今ヤ公証人タル資格ヲ傷ツクルト否トノ重要ナル点ヲ決スル時二在
ルナレハ其包括スル区域ヲ明白ナラシメ」よと質問し、村田から貨幣偽造・文書偽造・詐欺取財等を包
含するとの答えにも、さらに「修正案ノ所謂ル詐欺罪トハ詐欺罪ト偽造罪トヲ併称スルハ之ヲ領会」し
たが「家資分散ハ…其性質ヲ考査セハ詐欺ノ所為二出ルナリ是等ノ罪ハ公証人タルニ支障セサル耶…
修正案ハ原案二対シ幾許ノ罪ヲ除去セシヤ」（15）と質した。村田は、家資分散罪中の財産の臓匿や虚偽の
負債を増加させた場合は詐欺であることは明確で詐欺罪に入るが、その他はすべて除去したと言う。
　2）原案第30条「証書ニハ其本旨ノ外左ノ件々ヲ記載ス可シ　第一嘱託人及立会人ノ族籍住所職業氏
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　　名年齢…」。
　同条が、年齢を公証人証書の記載事項と定めた点にっいて、村田から削除意見が出された。村田は言
う。「凡ソ年齢ヲ明示スルハ人情多ク之ヲ好マス蓋シ慣習ノ由て然ラシムル所ナリ此年齢ハ刑事二要用
ナルモ民事ニハ否ラス不動産ノ売買証書二契約主ノ年齢ヲ掲記スルハ何等ノ事由アリテ然ルヤ…独逸
ノ公証人規則ヲ検スルニ年齢ノ事ヲ言ハス…前年下付ノ艸案ニモ掲記セサリシト記憶ス」と。これに対
して、岸本は、
　　年齢削除説二対シー言セン欧洲二於テハ年齢ヲ掲記セサルモ本邦ハ従来ノ習慣二従ヒ緊要ノ証書ニ
　ハ年齢ヲ掲記スルヲ可トス蓋シ公正ニシテ執行カヲ有スル証書ナルヲ以テ契約主ノ或ハ同名異人ナル
　如キノ錯誤ヲ生セシメサルヲ要ス刑事二年齢ヲ掲記スル亦然リ加之民法ヲ発布スレハ丁年ト未丁年ト
　ニ因テ効カノ有無ヲ判スルコト有リ其之ヲ確ムルニハ年齢ヲ記入スルヲ善シトス又人ノ嫌忌スト云フ
　モ其年齢ハ戸長役場ノ簿冊二明載セルモノナレハ敢テ之ヲ差ツ可キニ非ス
と答弁し（16）、年齢記載の必要性を述べ、村田の修正説は、同意者小数で否決された。
　以上2点について述べたが、これ以外にも、村田保議宮から修正意見が提起され、政府委員の周布公
平と岸本辰雄が原案維持のため応酬するという事態は、第二読会において散見されるが、第三読会にお
いてもこの構図は続き、例えば、原案第14条の公証人が取扱う書類に関する定義規定に関しても、村田
から全部削除の動議が出され、周布と岸本が慌てて、その必要性を訴えるといった一幕さえ見出される。
ちなみに、村田と岸本とのやり取りは、両者間において、単なる立法解釈上の意見対立を越えて、感情
的な凝りを残したであろうと推測されるほどに激烈である。
C）岸本辰雄の公証人規則講義
　明治19年8月13日に「公証人規則」（法律第2号）が、次いで30日に「公証人規則条例」（司法省令
甲第2号）が公布されたのを受けて、その1ケ月後、岸本は、明治法律学校において（明治19年9月20日
～10月11日の全6回）、公証人規則の講義を行っている。明治法律学校では、明治19年から従来の法律
学科に加えて行政学科が増設されており、岸本の公証人講義が何年生を対象にどちらの学科で行われた
かは不明であるが、おそらく右講義は、正規の通常講義とは別の臨時講義あるいは特別講義として行わ
れたものであろう。以下に復刻紹介するのは、明治大学総合図書館（明大文庫）に所蔵されている『公
証人規則講義筆記　全』（筆者未詳）の全文である。なお、復刻にあたっては、読者の便宜のため、公証
人規則の条文を適宜挿入しておいた。
　同講義の目的は、前章で見たように、岸本が公証人規則の立案に関与し、同規則の立法経緯に精通し
ていた岸本が、翌年に予定されていた第1回公証人試験をにらんで学生らに受験を勧誘することにあっ
たと解される。
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　　公証人規則講義
　　　　仏蘭西学士岸本辰雄君ロ述
　　第壱圓　明治十九年九月二十日
　総論
今講義ヲ為スニ当リ諸君ニー言セサル可カラサル者アリ余ハ嚢二内閣委員ト為テ公証人規則井二登記法
ノ制定二参与セリ故二今此法律ヲ講スルニ当リテ別二疑問二遭遇セルコトナカル可シ何トナレハ自ラ制
シテ自ラ疑フノ理無ケレハナリ然リ而シテ疑問ノ起ラサルハ講学上喜ハシキ事二非ス凡テ講学ノ要ハ深
ク疑団ノ点ヲ探リ以テ之ヲ氷解スルニアリ故二余ハ切二諸君二望ム願クハ諸君ノ飽マテ疑点ヲ探リ質問
セラレンコトヲ
借テ公証人規則登記法ト此ノ如クーハ規則ト云ヒーハ法ト称スルモノハ果シテ何等ノ理由アツテ然ルヤ
日ク別二深ク理由ノアルアツテ然ルニ非ス又敢テニ者ノ間二差違ノアルニモ非ス唯是レ語調ノ都合二由
テ然ルノミ従来我国ノ慣習ニテ法ト云フハ法律ヲ云ヒ規則ト云フハ元老院ノ議決ヲ経サル処ノ者ニシテ
法律二非サル者ヲ称セリ然レトモ今マ此二応用シタル規則ナル文字ハ決シテ如此ノ義二非ス固ヨリ純然
タル法律ニシテ敢テ登記法ト異ナルナシ然レトモ之レヲ公証人法ト云フトキハ頗ル語調ヲ失スルニ依リ
斯クハ名称ヲ下セリ又登記法トテモ随分登記条例又ハ登記規則ト称スルヲ得ヘシ然シ登記法ト称スルノ
単簡ニシテ且ツ語調ノ善キニ如カス是レ則チニ者各其宣シキニ従ヒシ所以ナリ
以上法ト云ヒ規則ト云ヒシ所以ヲ説明シ了レリ然リ而シテ余ノニ法ヲ講スル順序ハ先ツ公証人規則ヲ講
述シ然ル後登記法ヲ講セントス即チ公証人規則ノ必要ノ点ヨリシテ説キ出サン
抑モ此ノ規則ヲ制定シタル理由ニアリーハ訴訟ヲ未発二防クコトニシテーハ信用ヲ厚フシ以テ財産ノ運
転ヲ円滑ナラシメント欲スルニ在リ何ヲカ訴訟ヲ未発二防クト云フ日ク公証書則チ公証人ノ作為セシ証
書ニハ執行ノ効カヲ有スルコト是ナリ即チ公正証書アルトキハ勧解始審ノ裁判ヲ要スルナク又控訴上告
ヲモ為シテ判決ヲ請フニ及ハス直チニ強迫ヲ以テ義務ヲ履行セシムルヲ得ルナリ故二此ノ点ヨリ観察ヲ
下ストキハ此ノ規則ノ必要ニシテ且ツ貴重ナルハ蓋シ喋々ヲ要セサルナリ随テ公証人モ亦必要ニシテ貴
重ナリト云ハサルヲ得ス
　　　　　　　　　　　（ママ）
元来公証人ハ外国二於テハ救任ナリ尤モ敷任ト称スルモ我国ノ如キ敷任二非ス外国ニテハ官吏ハ救任ト
雇トノニ者アルノミナリ故二公証人ハ敷任ナリト錐実際我国ノ判任二相当スルナルヘシ然トモ官吏タル
ニ防ケナシ故二貴重ト云フモ謳言二非サルヘシ
何ヲカ信用ヲ厚クスト云フ日ク前二述ルカ如ク公証書アルトキハ売買ナリ貸借ナリ其他訴訟紛議ノ起ル
患ナキニ依リ人々皆安心堅固ノ念ヲ為シ以テ活溌二百般ノ取引ヲ為スニ至ルヘシ実際現今ノ景況ヲ観察
スルニ財産ノ取引ヲ為ス者ハ皆多少ノ畏怖ノ念ヲ懐キ或ハ土地ヲ買ハント欲スルモノアルモ后日故障ノ
起ルニ方リ権利ヲ伸長スル能ハサルヲ恐レテ自止スル者比々之レアリ或ハ多数ノ金員ヲ有シテ之レヲ貸
与セント欲スルモ他日紛議ノ生センコトヲ恐レ空シク金員ヲ嚢中二蔵匿スル者酒々之レナリ是レ実ニー
国経済ノ大害ナラスヤ蓋シ此ノ公証人規則ハ此等ノ弊ヲ匡済スルヤ必然タリ公証人規則ノ必要ナル大略
如此故二文明国ニハ必ス此方法ノ設ケアリ而シテ公証人事務ノ益繁多ナルハ以テ信用ノ厚キヲ徴ス可キ
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也是ヨリ公証人規則ノ沿革ヲ陳述セン
抑モ我国ニテ公証人ノ濫膓トモ称ス可キハ去ル明治十年頃蘭人某司法省二於テ立案セシモノ是ナリ然ル
ニ后司法省又ハ参事院二於テ種々之ヲ更改シタレハ旧形ハ全ク之レ無キニ至レリ故二今日ノ処ニテハ佛
蘭等ノ法律二比スレハ差異甚タ多シ而シテ其区域甚タ狭換ナリ即チ公正証書二執行カナキコト其一例ナ
リ併シ此点ハ後二説明ス可シ以下公証人ノ身分二付テ論セン　　　　　　　　　・
公証人規則二依レハ公証人ハ司法大臣ヨリ之ヲ任スルトアリ凡ソ我国二於テ諸大臣ノ任スルモノハ判任
ナレバ公証人モ亦判任ニシテ官吏ノ身分ヲ有スルコト知ル可シ然レトモ未タ新官制ノ内二於テ公証人ヲ
載セス然レトモ已二官吏タル以上ハ早晩之ヲ載セサル可カラス又裁判執行吏ノ如キモ官制中二入ラサル
カ如シ是等ハ之ヲ載スルヲ要ス然ルニ三十七条二依レハ公証人ト代言人ト之ヲ兼任スルヲ得ルモノナリ
明文上ニハ兼任シ得ルト云ハズト錐トモ同条二代言人トナリ云々ノ語アルヲ以テ知ル可ナリ夫レ然リ官
吏ノ身分ヲ有スル者ヲシテ代言人ト兼任セシムルハ其当ヲ得タルモノト云フヲ得可キ乎決シテ其当ヲ得
タルモノト云フ可カラス然レトモ之レニハ別二理由アツテ然ルナリ若シ夫レ代言ト兼任スルヲ禁センカ
我国法律家ノ乏シキヲ以テ何為ソ良公証入ヲ得ンヤ何トナレハ良代言人ハ代言職ヲ拗棄シテ公証人トナ
ルガ如キ者非ラス又代言ヲ拠棄シテ公証人ヲ志願スル如キ下等ノ人物ハ固ヨリ政府ノ好マサル処ナレバ
勢ヒ兼任ヲ許サ＼ルヲ得サルナリ併シ是レ臨機応変ノ処置ナレバ遠カラス正則二復スルハ期シテ待ツ可
キナリ且夫レ是ノ兼任ノコトハ全ク立法ノ主義ト矛盾スルモノナリ本法第拾壱条ニハ公証人止ヲ得サル
事故アツテ職務ヲ行フ能ハサル時ハ近隣ノ公証人二其代理ヲ托ス可シトアリ是レ立法ノ精神ハ公証人ニ
ー日モ欠ク可カラズトナシタルヤ明ナリ然ルニ今一方二於テ之二代言人タルヲ許スハ矛盾スルニ非スシ
テ何ソヤ是レ余力臨機応変ノ処置ト断言セシ所以ナリ然レトモ公証人ハ只代言人タルヲ得ルノミ決シテ
他ノ商業等ヲ為スヲ得ス何トナレバ官吏ノ身分ヲ有スレハナリ然レトモ亦普通ノ官吏トハ異ナルモノナ
リ第一官ヨリ俸給ヲ受ケザルノー事ニテモ已二其差異ヲ見ルニ足ル故二公証人ハ執行吏書記鑑定人評価
人代書人等ト同一ノ性質ヲ有ス以下公正証書二付キ説明セン
公正証書ハ如何ナル事件二付キ作ル可キヤ刑事二関スル事件及ヒ他ノ官吏ノ作ル可キ書類ヲ除クノ外ハ
総テノ事件二付キ之ヲ作ルヲ得トアリ故二契約二係ル事件ノミナラズ遺嘱書又ハ生存中ノ贈与二付テモ
之レヲ作ルヲ得可ク又契約二付テハ双務片務ヲ論セス之レヲ作ルヲ得可シ刑事上二付テハ別二明文ナシ
ト錐トモ第一条二民事二付テ云々ノ語アルヲ以テ之レヲ禁スルノ意ナルヲ知ル可シ又戸長郡吏ノ作ル可
キ書類之レヲ作ルコトヲ得ス凡テ公正証書ニハ此ノ規則二定ムル所ノ条件ヲ備具セサル可ラサルハ勿論
此ノ規則二明文ナキモノト錐トモ本人ノ承諾目的物及ヒ正当ノ原因ノ如ク自然ノ条件ハ固ヨリ之ヲ具備
セサル可カラス若シ又公正証書ニシテ此ノ規則二背キ公正ノ効ヲ有セサルトキハ果シテ如何ナル効ヲ有
スルヤト云フニ若シ単二此ノ規則二背キタルモノナレバ私ノ証書ト同一ノ効ヲ有スルモノナリ然レトモ
右二列記セル自然ノ条件則チ承諾目的物原因等ノ之レナキニ作リタルノ公正証書ハ全ク無効ノモノトナ
ルナリ即チ私ノ証書ノ効力モアラサルナリ
又終二諸君二注意ヲ乞フモノアリ微二聞クニ公証人規則ト登記法トハ同時二発布セラレタルヨリ世人或
ハ公証書アルトキハ登記ヲ要セズ又登記ヲ為ストキハ公証書ヲ要セスト思考スルモノアリト錐トモ是レ
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実二誤解ノ甚ダシキ者也此ノニ者法ハ全ク別個ノモノニテ決シテ混同ス可キモノニ非ス故二仮令公正証
書ヲ有スルモ登記ヲ用ユルノ事柄ナレバ必ス登記セザル可カラス公正証書ハ完全ノ証拠ニシテ反証ヲ以
テ攻撃スルヲ得スト錐トモ是レ唯自己ノ権利ヲ証スルノミニシテ此ノ権利アルコトハ何二由テ之レヲ世
人二公布スルヤ是レ登記ヲ要スルニ非サレハ能ハサルナリ例ヘハ甲者バー月一日ヲ以テーノ田地ヲ買入
レ直二公正証書ヲ取リ乙者バー月五日ヲ以テ同一ノ田地ヲ買入レ直二登記ヲ為シタルトキ公証書ノ日付
ヲ公正トスレバ甲者特権ヲ有ス可ク又登記二従ヘハ乙者特権ヲ得可クモノナリ然ルニ此場合二於テハ甲
者ハ世人二之ヲ広告セサルニ依リ乙者ノ為メ特権ヲ占メラル、ナリ是二依テ之ヲ見レハ彼ト此トハ全ク
別物ナリ又公正証書ヲ認ムルニ付キ数件印紙料ヲ納ムルモ登記料ハ又別二之ヲ納メサル可ラサルナリ震
二総論ヲ終リ以下各正条二付テー々講述セン
第一章　総則
　【第一条　公証人ハ人民ノ嘱託二応シ民事二関スル公正証書ヲ作ルヲ以テ職務ト為ス】
　　　　　　　　　（ママ）
本条ハ公証人ノ職務ヲ規セルモノナリ
人民ノ嘱托二応シトアレバ其嘱托ヲ受ケサルトキハ作ルモノニ非ス然レトモ実際西洋各国ノ景況ヲ観察
スルニ公証人ハ最モ親切二無智ニシテ法律ヲ知ラサル者ヲ教導扶助シ以テ其権利ヲ保護スルノ風アリ之
ヲ讐フルニ恰モ父母ノ小児二於ケルカ如シ故二公証人ハ世話役ノ如キモノニテ原語二之ヲ（ノテール）
ト云フ自ラ進テ事務ヲ取ルコトモ亦少ラス又外国ニテハ公正証書ヲ強要スルノ法アリ即チ贈与ノ如キ其
一ナリ然ルニ我邦ニテハ未タ此ノ強要ノ法ナシ故二当分ノ内ハ公正証書ヲ作ルト否トハ全ク人民ノ随意
ナリ併シ商社法ノ発布モ近キニアル由ナレバ追々強要ノ法モ生スルニ至ル可シ
民事二関スル民事ノ語ハ刑事二対スルモノニテ商事二関スル書類モ固ヨリ之ヲ作ラサル可カラズ凡ソ民
事ノ語二種々アリ刑事二対シテ下シタルトキハ商事ハ固ヨリ之レヲ包含ス又商事二対シテ民事ノ語ヲ下
シタルトキハ商事ハ全ク外ニシタルモノナリ
公証人ノ作ル可キ書類ハ第十四条二記載セリ即チ左ノ如シ
　　第一　原本
　　第二　正本
　　第三抄録正本
　　第四　正式謄本
　　第五　抄録正式謄本
　　第六　謄本
　　第七　抄録謄本
　　第八　見出帳
愛ニー疑問アリ第一条公証人ハ公正証書ヲ作ルヲ以テ職務ト為ストアリ故二公証人ノ作リタル書類ハ皆
之ヲ公正証書ト見サル可ラス又第十四条二公証人ノ取リ扱フ可キ書類ハ左ノ如シト書シタリ是レニ依テ
之ヲ見レハ第十四条ノ書類ハ皆之ヲ公正証書ナリト見為サ＼ルヲ得ズ然ルニ第二条二依レハ又然ラサル
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モノアルガ如シ由テ之レヨリ公正証書何々ナルヤヲ決定セントス
余輩ヲ以テ是レヲ見レバ第十四条ノ書類中ニテ公正証書ト為ル可キモノハ原本トアルノミ或日ク公正証
書ハ原本ノミ其証ハ第一節中ノ各条ニノミ公正ノ効ヲ有セスト書シ其他ハ総テ唯其効ナシト書シタルヲ
以テ知ルヘシト然レトモ執行ヲ請求スルノ効カヲ有スルモノハ正本ナレバ公正証書タルハ疑フ可キニ非
ス故二原本ハ完全ノ証拠カヲ有シ正本ハ執行請求ノ効ヲ有ス恰モ夫婦二於ケルカ如ク相待テ公正ノ効力
ヲ全スルモノナリ又或ハ正式謄本モ公正証書ノ効力ヲ有スルモノナリト云フモノアリ蓋シ現二立法者中
ニモ此ノ説ヲ為スモノアリタル様二覚タリトモ余ハ之ヲ以テ公正ノ効ヲ有スルト為スコト能ハス成程正
式謄本モ原本二代用ス可キモノナレトモ矢張リ其写シタルハ免ル能ハザルナリ論者或ハ云ハン然ラバ正
本モ謄写シタルモノニ非スヤト然レトモ前述ノ如ク正本ニハ執行請求ノ効アルモノナレハ之ヲ謄本ト同
一二論ス可カラズ
民事二関スルト有テ契約二関スルト無キハ何故ナルヤ日ク契約二限ラス広ク民商二関スル事件ノ証書ヲ
作ラシメン為メ斯クハ記セシ也
　　第武回　九月念七日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）今日ハ先ツ第一着二先会ノ終リニ起シ質問二当弁ヲ与へ然ル后第二条ノ講義ヲ陳述セン尤モ此ノ質問タ
ルヤ此ノ規則全体ヲ通覧スルトキハ自然氷解スルニ至ル可シト錐トモー応侵二弁明セン其疑問二日ク抑
モ民事ト云フ中ニモ財産上二関スルモノト人事上二関スルモノトノニ者ヲ包含スルナル可シ果シテ然ラ
バ公証人ハ婚姻二関スル証書ヲモ作ラサル可カラズ例ヘハ甲女アリテ乙男ト夫婦トナルノ約ヲ結ヒ公証
人ノ証書ヲ以テ之ヲ確定シタリ后甲女ハ其言ヲ食ミ遂二丙男ト結婚セシト仮定センニ此ノ場合二於テハ
乙男ハ公正証書ノ効力ヲ以テ甲丙ノ婚姻ヲ解除スルヲ得ルヤ如何ト予ヲ以テ見ルニ乙男ハ公正証書二頼
テ甲丙ノ婚姻ヲ解除スルヲ得サルナリ第四十三条二依レバ正本ハ数量ノ定マリタル金銭其他換用物若シ
クハ有価証券ノ支弁二限リ云々トアリ故二同条二依レハ人事上即チ婚姻二付テハ正本ヲ作ルヲ得サルナ
リ而シテ第三条二由レバ原本ハ完全ノ証拠力ヲ有スルモ正本ヲ得ルニ非ラサレハ執行ノ効力ナシ之二依
テ之ヲ見レバ婚姻ニハ原本アルノミニテ正本ナシ従テ執行ノ効カナシ其レ然リ然ラバ則チ乙男ト甲女ト
ハ契約ヲ確定シタル原本ハ執行ノ効カナキモノト云ハサル可ラズ既二執行ノ効力ナキモノトセハ何ソ之
二依テ甲丙ノ婚姻ヲ解除スルヲ得ンヤ是則予ガ公正証書二依テ甲丙ノ婚姻ヲ解除スルヲ得スト云ヒシ所
以ナリ然レトモ公正証書（即チ原本ノミヲ指スモノト知ルヘシ）ハ固ヨリ完全ノ証拠カヲ有スルモノナ
レバ之二依テ最初ノ契約ヲ証明スルヲ得ルニ依リ裁判官二於テ乙ノ申立ヲ正当ト為シ甲ノ丙二嫁セシヲ
不当ト為シタルトキハ直二甲丙ノ婚姻ヲ解除スルノ宣告ヲ為スコトモ或ハ之レアラン唯公正証書ノ効力
二因リ直二解除スルヲ得サルノミ
　【第二条　公証人ハ法律命令二背キタル事件ノ公正証書又ハ他ノ官吏ノ作ル可キ公正証書ヲ作ルコト
　　　ヲ得ス若シ之ヲ作リタルトキハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ハ公証人ノ職務二対シ制限ヲ付シタルモノ也
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本条二所謂法律トハ元老院ノ議決ヲ経テ発布セラレタルモノ是也又命令トハ元老院ノ議決ヲ経サルモノ
（或ハ元老院ノ議決ヲ経タルモノアレトモ之レハ例外也）ヲ云フ即チ敷令閣令省令府知事県令ヨリ発ス
ル命令ノ如キ是也又郡区長及警察署官ヨリ悪病流行ノ際飲食物ノ売買ヲ禁スル如キモ是亦本条命令ノ語
中二包抱スル也公証人ハ以上ノ法律命令二背キテ証書ヲ作ルコト能ハサルナリ若シ是ヲ作ルトキハ其証
書ハ全ク無効トナルモノナリ
他ノ官吏ノ作ル可キ公証書類トハ裁判所書記ノ作ル可キ裁判言渡書及差押二関スル書類又戸長ノ作ル可
キ戸籍上ノ書類ノ如キ則チ是也之亦公証人ノ作リ得サルモノ也
愛二注意ス可キハ公正ノ書類ノー包ナリ之ヲ公正証書ト云ハズシテ公正ノ書類ト云フハ公正証書ハ本ト
公証人ノ作リタル書類二固着スル時別ノ名称ナレハ之ト区別センカ為メ斯クハ記載セシナリ
又最終二注意ス可キハ公正ノ効ナシト云々句字是也普通ノ場合二於テハ若シ自然ノ条件即契約ノ蝦瑛等
アルニ非ラサルヨリハ仮令公正ノ効ナキモ固ヨリ私ノ証書ノ効力ハ有スルモノナリ然レトモ本条ノ法律
命令二背クカ又ハ他ノ官吏ノ作ル可キ書類ヲ作リタルトキハ私ノ証書ノ効カモ有セサルモノ也
　【第三条　公証人ノ作リタル公正証書ハ完全ノ証拠ニシテ其正本二依リ裁判所ノ命令ヲ得テ執行スル
　　　カアルモノトス但刑事裁判所二偽造ノ訴アルトキハ其証書ノ執行ヲ中止ス可シ又民事裁判所二偽
　　　造ノ申立アルトキハ其証書ノ執行ヲ中止スルコトヲ得】
本条ハ公正証書ノ証拠カヲ規定セルモノナリ抑モ公正証書ハ完全ノ証拠カヲ有スルモノナレバ反対ノ証
拠ヲ以テ之ヲ攻撃スルコトヲ得サルナリ然レトモ偽造ノ訴アルトキハ此ノ限二非ラズ且又他ノ公正証書
ヲ以テ之ヲ攻撃スルトキ此ノ限二非ラス例ヘハ甲者ヨリ乙者二家屋ヲ売リ公正証書ヲ以テ其契約ヲ確定
シタリ后甲者右家屋ヲ更二丙者二売リ丙者モ亦公正証書ヲ以テ其契約ヲ確定シ其公正証書ヲ以テ乙者ノ
権利ヲ攻撃スルトキノ如キハ其一例ナリ故二反対ノ証拠ヲ以テ攻撃スルヲ得ズトハ私ノ証書又ハ証人ヲ
以テ攻撃スルヲ得サルノミ又本条申止ス可シ及ヒ中止スルコトヲ得ノ両語二注目ス可シー方ニハ必ス中
止セサル可カラスト命シー方ニハ中止セント欲セハ中止スルモ自由ナリトテ両方ノ間二此ノ区別ヲ設ケ
タルモノハ抑モ何故ナルヤ差シ故アツテ然ルナリ夫レ刑事裁判所二証書偽造ノ訴ヲ為ストキハ或ハ賠償
ノ責ヲ負ヒ（即チ重キ過失アルトキ治罪法ヲ見ル可シ）或ハ誕告ノ罪トナル（刑法ヲ見ル可シ）然ルニ
此ノ危険ヲ冒シテ出訴スルモノハ充分偽造ノ証拠アル傷合ト見倣シテ可ナリ之二反シテ民事裁判所二於
テ偽造ノ申立ヲ為ス如キハ或バー時ノ究策二出ツルモノナシトセス又或ハ直二偽造ヲ発見スルモアラン
是則一方二向テハ是非中止シ或ハ中止シ或ハ中止スルヲ得サルシムル所以ナリ
本条ハ所謂公正証書トハ単二原本ノミ指スモノナリ其故ハ公証人ノ作ル可キ書類ハ数多アレトモ其他ノ
書類ハーモ執行ノ効力無キモノナレトモ前回於テ述べシ如ク正本ハ原本ト相待テ其用ヲ為スモノナレバ
之レハ公正証書ノ部二入ル可シ
終二注意ヲ要ス可キー事ハ証拠力ト執行力ト混同ス可ラサルコト之也原本ハ完全ノ証拠力アレトモ執行
カアラス之二反シテ正本ハ執行ノカアリ併セテ完全ナル証拠力ヲ有ス又総テ公書類ハ完全ナル証拠カヲ
有スレトモ更二執行カナキモノアリ裁判言渡書ノ写ノ如キモ其一例ナリ之レヲ要スルニ執行力ヲ有スル
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モノハ総テ完全ノ証拠力ヲ有ス可ク之二反シテ完全ノ証拠力アレハトテ尽ク執行力アリト云フ可カラス
　【第四条　公証人ハ治安裁判所ノ管轄地ヲ以テ受持区トシ其区内二於テ司法大臣ノ認可ヲ受ケタル町
　　　村内二居住シ其居宅二役場ヲ設ケ役場二於テ職務ヲ行フ可シ但役場外二住居セントスルトキハ管
　　　轄始審裁判所ノ認可ヲ受ク可シ】
本条ハ公証人ノ受持区ヲ定メタルモノニテ其之ヲ定メタルヤ人二由ラスシテ土地二因テ也
人民ノ便利ヲ計リテ斯ク町村内二住居シ居宅二役場ヲ設ケ役場二於テ職務ヲ行フヘシト定メタルナリ又
別二時間二付テハ何時ヨリ何時マテト記載ナケレトモ法律ノ精神ハ徹頭徹尾人民ノ便利ヲ希望スルモノ
ナレバ昼夜ヲ論セズ人民ノ請求アルトキハ直二作リテ与フルヲ欲スルヤ明ナリ併シ此ノ時間二付テハ自
然慣習ト生スルアツテ以テ定マルニ至ル可シ又此ノ居宅二於テ事務ヲ執ラシムルモ全ク人民ノ便利ヲ計
ル為ナリ何トナレハ居宅ト役瘍トヲ別ニスルトキハ自然時間二制限ヲ生シ夜中ハ事務ヲ行ハスト云フ如
キ弊ヲ生スルニ至レバナリ又居宅トハ本妻ト同居スルノ宅ヲ云フ妾宅ハ別荘ヲ云フニ非ズ
本条二所謂已ムヲ得サル事件トハ巳ムヲ得サル場合ヲ云フノミ例ヘハ死二臨テ遺嘱ヲ為スモノ、如キ是
ナリ人二物ヲ与フルハ巳ムヲ得サル事件二非ス通常ノ事件ノミ唯其場合巳ムヲ得サルノミ故二止ムヲ得
サル事件ト云フヨリモ只巳ムヲ得サル場合ト云フヲ以テ至当トス
公正証書ヲ作ルノ場所モ亦証書ノ成立二必要ナルモノニシテ証書二場所ノ記載ナキカ又ハ記載アルモ受
持区外二於テ作リタルモノナルトキハ其証書ニハ公正ノ効ナシ元ト公証人ハ其区内二於テコソ公証人タ
ルノ身分ヲ有スルモノナレトモ其区外二於テハ恰モ平民ト異ナルナシ是レ其区外二於テ作リシ証書ノ無
効トナル所ナリ
　【第五条　各区内公証人ノ員数ハ司法大臣之ヲ定ム】
本条ハ別二説明ヲ要セズ只公証人ノ職務ハ土地ノ広狡人ロノ増減二従テ繁簡ノ別ヲ生スルモノナレトモ
預メ法律上ニテー定ス可カラス天皇陛下之ヲ司法大臣二委シタリ然ルニ司法大臣ハ公証人規則執行規則
二於テー区五人以下トセリ又傷所二依リテハ壱区ニー人或バー人モ置カサルコトアリトセリ是等ハ固ヨ
リ法律ノ精神二非サルヤ知ル可シ法律ノ精神ハ何レノ地何レノ所ヲ問ハズ可成的普ク之ヲ置キ以テ人民
ノ便ヲ助ケ以テ人民ノ権利ヲ保護スルヲ欲スルナリ然レトモ執行規則二於テ斯ク規定セシモ亦一理ナキ
ニ非ラサルナリ其意二思ラク忽卒ノ際一人若クハ数人ヲ設ク可シトスルトキハ的當ノ人物ヲ得スシテ救
フ可カラサルノ弊害ヲ生スルナラント故二執行規則ハ不易ノモノニ非ス目下時勢ノ止ヲ得サルニ起因ス
ルニ外ナラズ
　【第六条　公証人ハ司法大臣二隷属シ控訴院長始審裁判所長ノ監督ヲ受クルモノトス】
本条ハ公証人ハ何人ノ指揮ヲ受ケ又何人ノ監督ヲ受ク可キヤヲ規定セルモノナリ
本条二因レハ公証人ハ司法大臣二隷属シ裁判所長ノ監督ヲ受クルモノナリ本条二在テ隷属及ヒ監督等ノ
文字ハ殊二注意ス可キ文字也公証人ハ司法大臣二隷属ス故二事務上百般ノ疑義アレハ直接二司法大臣ノ
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指令ヲ請フヲ得固ヨリ郡区長ノ内務大臣二於ケルト同シカラス郡区長ハ内務大臣ノ下二在トハ云ヒ乍ラ
伺ピアルトキハ知事県令二之ヲ請ヒ敢テ直接二内務大臣二指揮ヲ受クルヲ得ズ同ク大臣ノ旗下二在ルト
錐トモーハ直接二大臣ノ指揮ヲ受ケーハ知事県令ノ指揮ヲ乞フハ抑モ何ソヤ蓋シ郡区長ノ職務ハ風土人
情二応シテ其方向ヲ定メサル可カラス故二之二関スル法律ノ解釈モ県二依リ多少違異ナキ能ハス是則チ
直接二内務大臣二之ヲ請フ能ハサル所以ナリ之二反シテ公証人ハ風土人情二因テ其区画ヲ定メタルモノ
ニ非スシテ専ラ土地ノ便否如何二依リテ之ヲ区別シタルモノナレハ直接二司法大臣ノ指揮ヲ受クルモ毫
モ妨ケナキナリ加之各裁判所ハ司法事務ハ取扱フト錐トモ司法事務中ノ行政事務ヲ総括スルモノハ則チ
之レ司法大臣ナレハ公証人ノ直接二司法大臣ノ指揮ヲ請フテ実二至当ノ事ナリト信スルナリ
又此ノ指揮ヲ請フノ手続キハ未タ別二規定ナシト錐トモ或ハ始審控訴裁判所長ノ手ヲ経ルヤモ知ル可カ
ラズ併シ是レ全ク未定ノコトニシテ余カー個ノ想像タルニ過キサルナリ若シ万一ニモ如此キコトトナレ
ハ区長戸長ノ内務大臣二於ケルト曽テ異ナラサルニ至ル可シ此ノコトハ規定ニナルカ将又慣習ニテ定マ
ル乎早晩定マルニハ相違ナシ
　【第七条　公証人其受持区内二於テハ区外人ノ為メニモ職務ヲ行フ可シ但受持区内二於テハ何人ノ為
　　　メニモ職務ヲ行フコトヲ得ス若シ之ヲ行ヒタルトキハ其書類ハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ハ第四条ヲ適用シタルモノニシテ則チ受持区ヲ定ムルニハ風土人情二依ラスシテ専ラ土地二依ルモ
ノナリ故二区内ナレバ区外人ハ勿論外国人ノ為メニモ義務トシテ必ス之ヲ作ラサルヘカラス而シテ又区
外ナレバ仮令区内二往スル人ノ為メニテモ之ヲ作ルヲ得サルナリ若シ之ヲ作ルトキハ全ク公正ノ効ヲ失
ヒ単二私書ノ効ヲ有スルノミ如此規定シアルトモ第十一条及ヒ三十条ノ如キハ例外ナリ即チ代理及ヒ兼
勤ノ膓合是レナリ此ノニ個ノ膓合ニハ代理ヲ託セラレシ公証人又ハ兼勤ノ公証人ハ其代理ヲ託シタル本
人ノ宅又ハ勤兼ヲ託シタル公証人ノ役場ニテ事務ヲ行ハサル可カラス然ルニ公証人無キ地ノ如キハ更二
区外ノ公証人二託セサル可カラサルニ至ル此ノ瘍合皆又例外ナリ強テ付会ノ説ヲ為スモノアリ日区内ノ
事務ヲ区内ノ役膓ニテ行フモノナレハ豊之ヲ例外ト云フ可ケンヤト然レトモ此説タルヤ付会ノ甚シキモ
ノニシテ此場合ハ到底例外タルヲ免レサルナリ法律ノ精神ハ区内二必ス数人アルモノナレハ区内ノ公証
人二代理ヲ委スルノ意ナリ併シ此ノ執行規則アルトキハ此ノ如キ場合ヲ生スルモ亦巳ムヲ得サルナリ
　【第八条　公証人ハ理由ナクシテ人民ノ嘱託ヲ拒ムコトヲ得ス若シ之ヲ拒ミタルトキ嘱託人ノ求メア
　　　レハ其理由ヲ記シテ渡ス可シ】
公証人ハ重大ニシテ必要ナル書類ヲ作ルモノナレハ人民ノ嘱托アルトキハ妄二之ヲ拒ムヲ得ズ若シ之ヲ
拒ムトキハ人民力権利ヲ確実ニセントスルノ妨害ヲ為スニ至ル可シ固ヨリ公証人ハ之ヲ職務ト為スモノ
ナレハ実際上之ヲ拒ム如キハアラサル可シ又之ヲ拒マサル可カラサル場合アリ第二条二禁スル処ノ書類
ヲ作ル可キ嘱託ヲ受ケタル場合是ナリ然レトモ之ヲ拒ムニハ必ス理由ヲ付シテ之ヲ嘱託人二渡サ、ル可
カラズ
一90一
　　第参回　九月三十日
　【第九条　公証人ノ職務執行上二関シ不服アル者ハ管轄始審裁判所二抗告スルコトヲ得】
本条ハ公証人職務上二対シテ不服アルトキハ上訴ヲ為スノ途ヲ開キタルモノ也抗告トハ未タ我国ニテ見
サル処ノ文字ナレトモ上二向テ不服ヲ訴フルモノナレハ訴訟ノー種ニハ相違ナシ然ルニ此ノ手続キニ付
テハ別二規定ナキニ依リ行政裁判二用ユル手続キニ由ル可キカ将又司法裁判所二用ユル所ノ手続二依ル
可キ乎行政裁判二関スル訴訟手続キハ元ト行政裁判官ノ為シタル行政上ノ事務二対シタルトキニ用ユル
モノニテ公証人ハ行政官二非ス其行フ処ハ行政事務ニモ非ス故二行政裁判ノ訴訟手続キヲ用ユルコトヲ
　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）得サル可シ況ヤ又始審裁判所二抗告ヨトアルニ於テヲヤ然ラバ普通ノ訴訟手続二由ル可キ乎又之二由ル
ヲ得サル也何トナレハ抗告ノ文字アルヲ以テ明ナレハナリ併シ此事タルヤ目前二迫リタル急要ノ事ナレ
ハ不遠司法省ヨリ発布セラル、ナラン今此ノ抗告ノ語二付テ吟味ヲ為スニ仏語二之ヲ「オルプール」ト
云ヒ告ルト云フ動詞ヨリ出テタルモノニシテ上訴又ハ馳付ルト云フノ意味ヲ包含ス故二此語ハ上二向テ
急ヲ訴フルノ意義ナリ即上告ノ意義アリトス既二此ノ意義ヲ有スルトセハ今之ヲ独乙ノ例二考フルニ抗
告状二不服ノ点ヲ列記シ先ツ之ヲ其官吏（即チ公証人ノ所為二不服アルトキハ其公証人二）二差出シ官
吏ハ其申立ノ正当ナルヤ否ヤヲ点検シ若シ正当ナリト認ムルトキハ自ラ其過ヲ改ム可ク若又不当ナリト
スルトキハ之ヲ上級ノ裁判所二送リ以テ審判ヲ請求ス可シ又裁判所二於テハ直二其抗告状二就キ審判ヲ
与フルヲ以テ正則ト為セ共時二或ハ抗告者ヲ呼出スコトモアリ然レトモ外国ニテハ官吏ノ処分ヲ為シタ
ルトキニアラサレハ抗告ヲ許サ、ルナリ然ルニ本条ニハ公証人ノ職務執行上二関シ云々トアレハ外国ノ
例二由ルヲ得ス又独逸ニテハ不服者ヨリ直二出訴スルニ非ラスシテ唯官吏二抗告スルモノナルニ我本条
ニテハ不服者ヨリ直二裁判所二出訴スルヲ得サルトアリ是又之二相違ナルノ点トス故二何レノ点ヨリス
ルモ本条ノ抗告ト独乙ニテ行ハル、抗告トハ其性質方法ヲ同フセシモノニ非ラサル也之ヲ以テ考フルト
キハ後日如何ナル手続ノ発布セラル、ヤハ確知スル能ハズト錐トモ本条ノ文面二由ルニ必ス不服者ヨリ
直接二抗告状ヲ裁判所二差出スコトト定メラル、ニハ相違ナカラント信スルナリ又本条ノ抗告ハ第七十
七条ノ抗告トハ相異ナルモノトス即第七十七条ハ官吏ノ処分二対スルモノナリ決シテ職務上二対スルモ
ノニ非サルナリ何トナレハ裁判官ノ如キハ処分ヲ為スヲ以テ其職務トナセハナリ然ルニ講師ノ之ヲ分別
シテ説カル、モノハ蓋シ通常ノ事務ト人ノ所為トニ付キ之ノ判断ヲ下シタル処分トヲ分別セン為メナラ
ン辞ヲ以テ意ヲ害ス可ラサル也
　【第十条　公証人ハ公証人何某ト刻シタル方六分ノ役印ヲ作リ其印鑑二氏名ヲ手書シ之ヲ管轄始審裁
　　　判所及治安裁判所二差出ス可シ　前項ノ印鑑ヲ差出サ、ル問ハ職務ヲ行フコトヲ許サス若シ之ヲ
　　　行ヒタルトキハ其書類ハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ハ別二説明ヲ要セス唯公証人ノ職務ハ人ノ権利義務二係ハルモノニシテ頗ル重大ナルニ由リ之ヲ厳
重ニセシムル為メナリ
其印鑑ヲ裁判所二差シ出ス所以ハ裁判所ノ監督ヲ受ク可キノ故二非ラスシテ裁判所二於テ執行ノ命令ヲ
下スニ当リ其証書ハ果シテ公証人ノ作リシモノナルヤ否ヤヲ鑑定スルノ用二供スル為ナリ何トナレハ若
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　　　　　（ママ）シ監督ヲ受クル由ルモノナレハ控訴院及ヒ始審裁判所二差出ス可キニ其然ラサルモノナルヤ明ナリ凡公
　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）正証書二執行ノ命令ヲ下スモノハ其金確ノ多寡二由リ或ハ始審裁判所二於テ之ヲ為シ或ハ治安裁判所二
於テ之ヲ為ス是ヲ以テ預メ印鑑ヲ始審治安ノ両所二備へ置キノ必要アル也
二項ハ規則二背キタルトキハ公正ノ効力ヲ失スル旨ヲ定メタルモノニシテ勿論公正ノ効ナキモ私ノ効ハ
アルモノト知ル可シ
　【第十一条　公証人已ムヲ得サル事故アリテ職務ヲ行フコ．ト能ハサルトキハ近隣ノ公証人二代理ヲ嘱
　　　シ管轄始審裁判所二其旨ヲ届出可シ】
前ニモ述シ如ク公証人ハ土地ヲ以テ区域ヲ定メ人ヲ以テ区域ヲ定メタルニアラサルヲ以テ若シ止ヲ得サ
ル事件アルトキハ区内二於テ隣近ノ公証人ヲ撰ヒ代理ヲ託セサル可カラス決シテ区外ノ公証人ヲ代理ト
スルヲ得サルナリ故二本条近隣ノ語ハ区内中ノ近隣ト解セサル可カラス然ルニ司法大臣ノ発布セラレタ
ル執行規則二由ルトキハー区内二僅ニー人ノ公証人ヲ置キ又ハ全ク置カサルコトモアル可キヲ以テ実際
上区外ノ公証人二代理ヲ托セサル可カラサル場合往々之レアルナラン従テ区外ノ公証人二代理ヲ托シタ
ル場合ト錐トモ尚モ公正ノ効力アルモノト解セサルヲ得サルナリ是立法者ノ精神ニハアラサレトモ執行
規則二斯ク規定シタル以上ハ奈トモスルコト能ハス而シテ司法省二於テ如此規定ヲ為シタルモ蓋シ我邦
未タ法律家二乏シキヲ以テ強テ数多ノ公証人ヲ得ントスレバ却テ之ヲ置カサルヨリ甚シキ弊害ヲ生スル
ナラント思惟セシニ基クモノニテ是又万巳ムヲ得サルニ出テタルモノト云ハサル可カラス
本条代理ノコトヲ定ムト錐トモ其事務ヲ取ル方法二至テハ之レヲ定メス然レトモ兼勤者ノ例二依テ推ス
トキハ代理者ハ必ス役場即チ区内ノ役膓二来テ其事務ヲ執ラサル可カラス蓋シ兼任者ハ裁判所ヨリ命ス
ルモノニテ代理ハ本人ヨリ託スルモノナリ裁判所ヨリ命シタル兼勤者スラ尚役膓二来サル可ラス況ンヤ
本人ノ私二托シタル代理者二於テヲヤ其役場二来ラサル可カラサルコトハ言ヲ待タサル所ナリ
　【第十二条　公証人ハ筆生ヲ置キ書類ヲ作ル補助ヲ為サシムルコトヲ得】
公証人ハ人民ノ信用ヲ得ルニ従ヒ漸々其事務ノ繁忙二至ルモノナレハ本条二於テ筆生ヲ置テ補助ヲ為サ
シムルコトヲ許シタリ然レトモ本条ハ別二要用ノ個条トモ思レス既二代言人ノ如キ筆生ヲ置クヲ許スノ
明文ナシト錐皆許多ノ筆生ヲ置テ執筆ノ労二当ラシムルニアラスヤ故二斯クノ如キ法文無シト錐トモ事
務繁多ナルトキハ筆生ヲ置キヲ得ルコトハ自然ノ理ナリ併シ筆生ハ補助ノ用二供スルモノニテ本証書ヲ
作ラシムルコトヲ得ズ勿論実際二於テハ本証書ヲモ作ラシムルコトアル可シ然レトモ公証人自ラ押印ス
ルトキハ自ラ作リタルト異ナルコトナケレハ強テ之ヲ禁スルヲ要セサルナリ借本条ノ規則ノ如キモ独逸
仏国等ニテハ無用ト云フ可カラズ其故ハ独仏ニテハ公証人トナルニハ是非共一定ノ期限間ハ公証役場ノ
筆生ヲ務メタルコトヲ要シ此ノコトハ全ク公証人試験課目中ノー個ノ資格トナリ居ルナリ蓋シ公証人ハ
単二学力ヲ有スルノミニテハ足ラス必ス実地二練熟スルヲ要スレハナリ
【第十三条　公証人ノ作ル証書及謄本ノ用紙ハ某始審裁判所管内公証人役場ト刻シタル罫紙ヲ用フ可シ】
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　【第十四条　公証人ノ取扱フ可キ書類左ノ如シ
　　　第一　原本　証書ノ本紙ニシテ公証人ノ保存スルモノ
　　　第二　正本　原本ノ全文ヲ記シタルモノニシテ本文義務ノ執行ヲ裁判所二願出可キ旨ヲ其末尾二
　　　　記載シタルモノ
　　　第三　抄録正本　原本ノー部分ヲ記シ其末尾二前項ト同一ノ記載アルモノ
　　　第四　正式謄本　原本ノ全文ヲ写シタルモノニシテ原本二代へ得可キモノ
　　　第五　抄録正式謄本　原本ノー部分ヲ抄写シタルモノニシテ原本二代へ得可キモノ
　　　第六　謄本　原本ノ全文ヲ写シタルモノ
　　　第七　抄録謄本　原本ノー部分ヲ抄写シタルモノ
　　　第八　見出帳　日々授受シタル書類ノ番号種類等ヲ順次二記入スルモノ】
本条ハ公証人ノ取扱フヘキ書類ヲ記載シタルモノ也
　　第一　原本
夫レ原本ハ人ノ得テ有ス可カラサルモノニテ単二公証人力官吏タルノ資格ヲ以テ自己ノ役場二保存シ置
クモノトス即完全ノ証拠カヲ有スル者ナリ
　　第二　正本
凡テ正本ハ原本ノ全文ヲ記シ云々ト載セテ写シ云々ト書セサルモノハ立法者ノ深ク注意セシ点ニシテ正
本ハ原本ヲ謄写シタルモノニ非スシテ全ク独立シタル性質ヲ有スルコトヲ示サンカ為メ斯クハ記セシナ
リ即正本ハ公正ノ効カヲ有シ且ツ執行ヲ乞フノ効カアルモノトス借此執行ヲ乞フノ手続キタルヤ此ノ正
本ヲ裁判所二示スノミニテ別二願書ヲ添フルヲ要セズ而シテ裁判所ハ別紙ヲ以テ執行ス可キ命令ヲ下力
或ハ正本中二記入スルカニ者ノ中必ス其一二由ルナリ然トモ此執行ヲ乞ザル可ラサルハ是我公証人ノ外
国公証人二比スレハ其権利ノ薄弱ナル点トス外国ニテハ裁判所ノ命令ヲ待タス直二執行スルノ効力アル
モノナリ此ノ差異ノ生セシバ蓋シ如此権力ヲ公証人二附与スルトキハ実際上弊害ノ生セシコトヲ恐レテ
ナリ
　　第三　抄録正本
是レハ余リ必要モナケレトモ数人合同シテー個ノ契約ヲ為シ而シテ自各ノ利益ノ相異ナルトキニ於テハ
亦必要ナシトセス例ヘハ甲乙二人ニテ丙ノ家屋ト土地トヲー時ニー個ノ契約ニテ買ヒ取リ甲ハ家屋ヲ引
取リ乙ハ土地ヲ引取ルコトトナリタリト仮定セヨ此ノ場合二於テ甲ハ直二家屋ヲ受取ラントシ乙ハ猶予
ヲ与ヘント云フトキノ如キ若シ正本二於テ執行ヲ請ハントスレハ皆受取ラサルヲ得サルニ至ル然ルニ抄
録正本二白テ請求スルトキハ自己ノ部分即家屋ノミノ執行ヲ請求シ得ルノ権利アリ
　　第四　正式謄本
　　第五　抄録正式謄本
正式謄本ト抄録謄本トハ何等ノ差異アリヤト云フニ正式謄本ニハ之ヲ作ルニ式ヲ履行セサル可カラス即
チ関係人ノ面前二於テシ然ラサルハ義務者ノ立会ヲ要スルトカ又或ハ裁判所ノ命令ヲ要スルトカ云フ如
キ是也然ルニ抄録正式謄本此等ノコトヲ要セズ又正式謄本ノ抄録正式謄本トハ裁判官ノ心証二供スルニ
一　93一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
当テ大二其信用二差アリ併シ是ハ法律ノコトニアラス法律ヨリスレハ双方共二同一ナリ何故二此二種ノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）謄本ヲ要スルヤト云フニ正本ハ終始得可キモノニアラズ（四十三条ヲ看）若シ正本ヲ得ル場合二於テハ此
ノニ様ヲ有スノレトキハーヲ失スルモ尚一アリテ其用ヲ為ス故二正本ヲ得ル能ハサル場合二於テ必要ナリ
又正式謄本バー通ノ外得可ラスト錐トモ抄録正式謄本ハ何通ニテモ之ヲ得ラル
　　第六　謄本
利益ノ異ナルトキ各自二之レヲ有シテ用二供ス
　　第七　抄録謄本
　　第八　見出帳
是等モ后日ノ証拠参考トナル
　【第十五条　原本其他書類ノ本書ハ役場二之ヲ保存シ他ノ官吏ノ公証ヲ受クル為メノ外裁判所ノ命令
　　　二依ルニ非サレハ役場外二出スコトヲ得ス】
其他書類ノ本旨トハ後見人又ハ代理人ノ書類ヲ請ヒニ来リシトキ本人ヨリ渡サレタル委任状等ヲ云フ又
他ノ官吏トハ戸長杯ヲ云フ併シ登記法ノ実施ハ来ル明治二十年二月ヨリ始マルカ故二戸長ノ公証ヲ為ス
モ蓋シ来年二月迄二止ル可シ従テ本条中他ノ官吏ノ公証ヲ受クル為メ云々ノ語句モ其用ナキニ至ルナラ
ントス
　　第四回　十月四日
　【第十六条　裁判所ノ命令二依ルノ外関係外ノ者二書類ノ謄本ヲ渡ス可カラス】
本条ハ略式謄本ヲ渡スニ付テ制限ヲ定メタル者也
夫レ略式謄本ハ固ヨリ原本正本等ノ如ク貴重ナルモノニ非ラスト錐トモ亦之ヲ妄二渡ス可キモノニ非ラ
ス故二本条二於テ之ヲ制限シ関係人ハ何時ニテモ自由二公証人ヨリ之レヲ得ルコトヲ得セシムルト錐ト
モ其他ノ者二至リテハ裁判所二願書ヲ出シ其命令二因テ始メテ之レヲ受クルコトヲ得ルトセリ
関係人トハ誰々ヲ云フカ日関係人中ニハ証書ヲ作ルニ付テ関係人ト証書中二記スル事柄二付テノ関係人
トノニ種アリ証書ヲ作ルニ就テ関係人トハ証人立会人是レナリ又証書中二記スル事柄二関係アル人トハ
相続人其他一般ノ権利承継人ヲ云フ然ルニ震ニー個ノ疑問アリ請フ先ツ之レカ釈義ヲ与タフヘシ即嘱托
人通常ノ債主（註日例ハ甲ナル嘱託人アレハ之レニ金ヲ貸与シタル乙者ハ是則通常ノ債主也）ハ袋二所謂
関係人中二含有スルヤ如何ノ問題ナリ此問題タルヤ公証人其人二取テハ最重大ノ事件ナリトス何トナレ
ハ若シ関係人ニアラサル者二謄本ヲ与フルトキハ刑事上ノ罰アルニ依リ之レカ区別ヲ明瞭ニセサル可カ
ラサレハナリ余ヲ以テ考フルニ此場合ハ之ヲ関係人トナス可カラサルモノトス何トナレハ証書ヲ作ルニ
付テ関係人ニアラサルコトハ勿論又其証書中二記スル処ノ事柄ニモ直接ノ関係アルニモアラサレハナリ
故二若シ普通ノ権利者ニシテ謄本ヲ得ント欲セハ必ス裁判所二出願シ其命令ヲ請ハサル可カラス
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　【第十七条　公証人ハ其取扱ヒタル公証事件ヲ漏洩ス可カラス】
公証人ハ人ノ権利義務二関スル重要ナル事件ヲ取扱フモノナレハ其取扱事件ヲ妄二他二漏ス可カラス差
シ公然ト公証ヲ請フ程ノコトナレハ秘密ヲ要スル理由ナキカ如シト錐トモ其実決シテ然ラス例ヘハ生存
中預メ遺嘱ヲ為ストキノ如キ極メテ秘密ヲ要スルモノニテ若シ之レヲ公ケニスルトキハ不測ノ危険ヲ生
スルニ至ル又商事上ノ如キモ多クハ秘密ヲ要スルモノトス併シ実際上如此秘密ヲ要スル場合二於テハ本
人ヨリ別段依頼スルナル可シト錐トモ良シヤ依頼ナキニモセヨ決シテ之ヲ漏ス可カラズ若シ之ヲ漏スト
キハ則チ罰ヲ受ク可シ
　第二章　公証人ノ選任及試験
　【第十八条　公証人タル可キ者ハ左ノ件々ヲ具備スルヲ要ス
　　　第一　満二十五歳以上ナル事
　　　第二　身元保証金ヲ管轄始審裁判所二差入ル、事
　　　第三　定式試験ノ及第証書ヲ有スル事但裁判官検察官タリシ者及法学士法科大学卒業生代言人ハ
　　　　此条件ヲ要セス
　　　第四　丁年者二名以上ニテ其品行ヲ保証スル証書ヲ有スル事】
本条ハ公証人トナル必要ナル条件ヲ記セシモノ也
本条四条件ヲ列記スト錐トモ其中自ラ軽重ナキ能ハス即チ第一条件ト第三条件トヲ以テ之ヲ第二条件第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）四条件ト比較スルニ其重要ナルコト只二数等ナラサルナリ身本保護金ヲ設立セシ所以ハ第一罰金ノ予備
ノ為メニシテ第二公証人力職務上ヨリシテ他人二損害ヲ加ヘシトキ賠償二充ンカ為ナリ然ルニ若シー時
二罰金ト賠償ト並ヒ生セシトキハ何レヲ先キニシ何レヲ後ニス可キヤ固ヨリ罰金ヲ先キニシテ賠償ヲ后
二為サ、ル可カラス凡ソ公ヲ先キニシ私ヲ後ニスルハ事物ノ順序ナレバナリ然ラバ則罰金ノ原因ハ職務
上ニアラズシテ賠償ノ義務ハ直接二職務上ヨリ起因シタル場合ハ如何日ク此ノ場合固ヨリ賠償ヲ先キニ
セサルヘカラス何トナレバ予メ目的トセシ事項ヲ捨テ、余処二之ヲ転用スルノ理由ナケレハ也故二公証
人ノ職務上ヨリ損害ヲ受ケシ被害者ハ筍モ罰金ノ生セサル限リハ公証人ノ身元保証金二対シ第一ノ特権
ヲ有スル也
又袋ニー疑ヲ解セントス本条第四ノ場合二於テ若シ保証人ノ死去セルトキハ更二之レヲ撰ハサル乎ノ問
題之レナリ此問題タルヤ能ク法文ヲ読下スルトキハ忽チ氷解二帰ス可キモノナリ凡テ本条二於テ保証人
ヲ要スルハ何ノ為メナルヤト云フニ公証人トナル迄ノ品行ヲ保証セシムルノ目的二出テタルモノニシテ
既二公証人トナリシ以後ヲ保証セシムルモノニアラス故二公証人ハ更二之ヲ撰ムノ必要ナキナリ若シ夫
レ奉職以後ノ行為ノ如キハ自ラ法律規則ノ支配スルアリ何ソ壱巳人ノ保証ヲ待ツコトアランヤ併シ是レ
ハ唯余力本条二対スル意見ノミ実際上如何ナル乎ハ預メ断言シ得ヘカラス
　【第十九条　保証金ノ額ハ土地ノ状況二従ヒ弐百円以上五百円以下二於テ予メ司法大臣之ヲ定ム】
　（ママ）
保証人ノ高ノ如キハ土地ノ景況二因リテ定ムル可キモノニシテ法律上預メー定ス可キモノニ非ス本条二
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テ之ヲ司法大臣ノ特権二委任セシモ全ク之レカ為メナリ
　【第二十条　左二掲クル者ハ公証人タルコトヲ得ス
　　　第一　公権剥奪若クハ停止中ノ者
　　　第二　盗罪詐偽罪賄賂収受ノ罪及賊物二関スル罪ヲ犯シ刑ヲ受ケタル事
　　　　第三　身代限ノ処分ヲ受ケ負債ノ弁償ヲ終ヘサル者
　　　　第四　官吏懲戒令二依リ免職セラレタル者】
本条ハ公証人トナルニ付テノ無能力者ヲ定ム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）第一公権剥奪者ト錐トモ復権ヲ得タルトキハ公証人トナルノ妨トナル事ナル事ナシ又停止セラレタルモ
ノハ停止ノ止ミタル日ヨリ公証人ト為ルコトノ出来ル資格ヲ有ス然ルニ停止ノ場合ニハ其停止シタルト
キハ再ヒ前職ヲモ回復シ継続シテ之レヲ行フヲ得ルト思考スル者モアランナレトモ決シテ然ラサルナリ
第二盗罪トハ刑法中二於テ曽テ見サル処ノ罪名ナリ故二窃盗看守盗トアルトモ筍モ盗ト云フ字ノ附着ス
ル限リハ皆此語中二含有スト解ス可シ
詐偽罪モ亦刑法中二見サル所ナリ蓋シ詐ハ詐欺罪ノ詐リ取ルヲ偽造罪ノ偽リ取リタルモノヲ云フナリ故
二詐欺罪偽造罪ノ如キハ皆此語中二包含スルモノナリ其他賄賂罪及ヒ賊罪ノ如キハ刑法中二見サル所ナ
レバ別二説明ヲ要セズ
第三本項ハ斯ク漠然タル語ヲ使用セシヲ以テ実際種々ノ疑問ヲ生スルナラン然レトモ要スルニ本項ノ罪
ノ如キハ鄙劣極マル罪トス故二実際二当ルモノハ此ノ罪ハ鄙劣ナルモノナルヤ否ヤ吟味シテ以テ本項二
触ル、ヤ否ヤヲ決定セサル可ラス思フニー旦公証人トナリシモノヲ本項二触ル、ノ故ヲ以テ剥職スル場
合ノ如キハ非常ノ紛転ヲ生スルナラン此ノトキニ当テハ其本項二触ル＼ト否ヤトハ全ク裁判官ノ判定ス
ル処ニアリ又本項二触レタルモノハ終身権利ヲ失フニ因リ決シテ再ヒ公証人ト為ルヲ得ス併シ大赦アリ
タルトキハ全ク其罪ヲ磨滅シテ始メヨリ曽テ罪ナキモノ、如ク此ノ場合ハ特別ナリトス
第四公証人モ判任官ナレハ官吏懲戒令二因リテ処分セラルヘシ此ノ本項ノ場合ハ前項ヨリ其情状ヲ軽シ
トス然ルニ本項二因テ職ヲ剥奪セラレタルモノハ情状ノ軽キニモ関セス反シテ権利ヲ回復スルノ途ナキ
ヲ以テ大二権衡ヲ失セリト云フ可シ併シ如此者実際上アラサル可シ然ラバ立法者ハ無用ノ項目ヲ記載セ
シモノナルカ日ク全ク無用トハ云フ可カラス故ニー方ハ万一二備へ又一方ハ立法ノ体裁ヲ保ンカ為メ也
　【第二十一条　公証人ヲ試験スル場所及期日ハ司法大臣之ヲ定メ少クトモニ箇月前二告示ス可シ】
　【第二十二条　試験委員ハ控訴院若クハ始審裁判所ノ裁判官二名検察官一名トシ司法大臣臨時之ヲ命ス】
右二条ハ別二説明ヲ要セス
　【第二十三条　試験ノ科目ハ公証人規則、民法、訴訟法、商法其他公証人ノ職務二関スル法律命令トス】
本条ハ試験科目ヲ定ムルモノトス
借テ本条二如斯科目ヲ記スルト錐トモ我国ニテハ未タ民法商法ノ制定ナキニ依リ単二欧米各国ノ法律中
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理論二関スルモノヲ摘発シテ試験スルモノトス即チ判事登用試験二於ケルト同一ナリ又本条二公証人二
関スル法律命令トアリ別二法律命令ヲ見ズト錐トモ現今ニテハ先ツ執行規則ノ如キヲ云フ
　【第二十四条　公証人タラント欲スル者ハ願書二試験及第証書ノ写ヲ添へ管轄始審裁判所若クハ控訴
　　　院ヲ経テ司法大臣二差出ス可シ但裁判官検察官タリシ者ハ其官記法学士ハ其学位記法科大学卒業
　　　生ハ其卒業証書代言人ハ其免許状ヲ以テ及第証書二代フルコトヲ得】
本条ハ別二説明ヲ要セス
　【第二十五条　公証人ハ司法大臣之ヲ任ス】
司法大臣之ヲ任ストハ撰任ト異ナレリ即チ試験ニテ及第セシモノヲ採用スルノ謂ナリ又公証人ノ資格ト
任命トハ異ナリ公証人ノ資格ハ試験ヲ受ケ其他ノ必要ナル要件ヲ具備スルトキハ直二得ラル、モノナリ
之レニ反シテ任命ハ必ス司法大臣ノ撰抜シテ始メテ之ヲ得ラル可シ併シ司法大臣ハ試験ノ成績及ヒ資格
ヲ有セシ日付ノ前后順序二従フテ之レヲ任命ス可ク自由二其ノ順序ヲ変更ス可カラズ
　【第二十六条　試験ノ方法ハ筆記口述ノニ種トス筆記試験二合格セサル者ハロ述試験ヲ受クルコトヲ
　　　得ス】
　【第二十七条　試験及第者ニハ及第証書ヲ授与ス】
右二条ハ別二説明ヲ要セス
　第三章　証書
　　第一節　証書ノ原本
　【第二十八条　公証人証書ヲ作ルニハ其嘱託人ノ氏名ヲ知リ面識アルヲ必要トシ且丁年者一名ノ立会
　　人ヲ要ス之二違ヒタルトキハ其証書ハ公正ノ効ヲ有セス
　　公証人嘱託人ノ氏名ヲ知ラス面識ナキトキハ其本籍或ハ寄留地ノ郡区長若クハ戸長ノ証明書又ハ公
　　証人氏名ヲ知リ面識アル丁年者二人以上ヲ以テ其人ヲ証セシム可シ之二違ヒタルトキハ其証書ハ公
　　正ノ効ヲ有セス】
本条二因レハ公証人ハ公正証書ヲ作ルニ必ス其面ヲ知リ其氏名ヲ知ルヲ要ス只単二面ノミヲ知テ其氏名
ヲ知ラサルカ又其氏名ノミヲ知テ其面ヲ知ラサルトキハ之ヲ作ルヲ得サルナリ故二或ハ云フ仮令公証人
ナレハトテ尽ク区内ノ人民ノ面ヲ知リ且其氏名ヲ知ルノハ難易ナル可シト然ルニニツナカラ之ヲ知ルニ
非ラサレハ証書ヲ作ル能ハストスルハ宣難キヲ人二責ムルニ非ラスヤト成程法律ノ精神ヨリ云フトキハ
平素ヨリ面ヲ知リ氏名ヲ知ルヲ要スルノ意ナル可シト錐トモ明文上別二平素ヨリ之ヲ知ラサルヘカラス
ト云フ規則ナキニ依リ解釈上之ヲ補フヲ得可シ即証書ヲ請ハントスルモノハ其二三日前公証人ノ許二行
キ名刺ヲ通シ面ヲ示シ以テ其要件ヲ具備スルヲ得可キナリ或ハ之ヲ危険ナリトスルモノアレトモ苛モ詐
偽ヲ逞フセントスルモノハ仮令二三日前ヨリ公証人ト交ハルト錐トモ其姓名等ヲ詐リ以テ容易二其好許
ヲ達スルヲ得可キナリ
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第二項二由ルニ公証人面識モナク姓名ヲモ知ラサルトキハ本籍郡区戸長ノ証明書ヲ以テ証セシムトアリ
戸長郡区長トテモ亦区内ノ人民モ尽ク知ルコト能ハサルコト猶公証人二異ナルコトナシ而シテ法文上ヨ
リ単二観察ヲ下ストキハ郡区戸長トテモ面識ナキトキハ証明ヲ辞スルヲ得可ク之レヲ辞スルモ決シテ訴
訟（行政裁判二為ス）ヲ受クルコトナキナリ
　　第五回　十月七日
　【第二十九条　左二掲クル者ハ立会人タルコトヲ得ス
　　　第一　公証人及嘱託人ノ親属雇人又ハ公証人ノ筆生
　　　第二　第二十条二掲ケタル者】
本条ハ立会人トナルニ付テノ資格ヲ規定シタルモノナリ
本条二所謂親族トハ素ト民法ヲ以テ規定ス可キモノニシテ刑法ノ親属例二依ル可キモノニ非ス然ルニ我
邦未タ民法ノ制定ナキヲ以テ其区域ヲ定ムルコト能ハス只従来ノ慣習二由テ之レヲ定ム可キノミ
借公証人嘱托人ノ親属雇人筆生及ビ第二十条ノ第一ヨリ第三ノ至ル迄ノ者ヲシテ立会人タルコトヲ得セ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）シメサルモノハ固ヨリ当然ノコトニシテ敢テ非難ス可キ者二非ラズト錐トモ第四ノ場合二至テハ称々酷
ナリト云ハサルヲ得ス成程此ノ場合二於テハ公証人トナルノ資格ヲ奪フハ当然ナリ然レトモ立会人トナ
ルノ資格迄モ之ヲ奪フハ酷ト云ハサル可カラス況ンヤ回復スルノ途アルニ於テヲヤ
官吏懲戒令ノ発布二際シ太政大臣ヨリ達シアリ其達日懲戒令二依リ免職セラレタルモノハニヶ月ヲ経過
スルニ非ラサレハ本属長官二於テ再ヒ之ヲ採用スルヲ得スト諸者中或ハ此ノ達文ヲ引用シテ仮令一旦懲
戒令二依リ処分セラレタル者ト錐トモニヶ月ヲ経過セシナラバ立会人ト為ルノ資格ヲモ回復スルモノナ
リト主張スルモノアルトモ之レハ是レ達文ヲ誤解セシノ致ス処ナリ抑モ夫ノ達文ノ主意タルヤ只本属長
官ノ心得迄ヲ示シタルモノニアラス故二之ヲ引用シテ本条ヲ論スルハ誤レリ今第二十条ノ場合ヲ見ルニ
単二官吏懲戒令二因レハ免職セラレタル者トアルノミニテ別二何里年ヲ経レハ資格ヲ回復スルトモ云ハ
サルヲ以テー一旦資格ヲ失シタルトキハ回復ノ期ナキモノト解セサル可カラズ故二本条ハ例底過酷ノ議ヲ
免レサル也
震二第廿八条ト比較シテ論ス可キー事アリ第廿八条第二項末文二丁年者二人以上ヲ以テ其人ヲ証セシム
可シトアリ立会人ハ本条二於テ其制限ヲ定シト錐トモ此ノ証人ノコトニ就テハー言ノ規定ナシ抑モ如何
スヘキヤト云フニ法律二明文ナキ以上ハ制限ヲ附セサル者ト解セサル可カラス故二前条二証人トナルニ
ハ嘱托人ノ親属ナルモ又雇人ナルモ又第二十八条二記載スル処ノ者ナル者決シテ妨ケナキナリ然レトモ
ー般ノ無能力者ハ治罪法二於テ証人ト為ス可ラス何トナレハ白療癒癩ノ如キハ何レノ場合ト錐トモ事ヲ
証明シ得ル者二非ラサルナリ
【第三十条　証書ニハ其本旨ノ外左ノ件々ヲ記載ス可シ
　第一　嘱託人及立会人ノ族籍住所職業氏名年齢
　第二　嘱託人代理人ナルトキハ委任状ヲ所持シタルコト及其本人ノ族籍住所職業氏名年齢
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　　　第三　嘱託人後見人ナルトキハ後見人タルノ証書ヲ所持シタルコト及其本人ノ族籍住所職業氏名
　　　　年齢
　　　第四　郡区長戸長ノ証明書ヲ以テ証シタルトキハ其旨又証人ヲ要シタルトキハ其族籍住所職業氏
　　　　名年齢
　　　第五　証書ヲ作リシ場所及其年月日若シ場所ヲ記セス又ハ年月日ノ記入ヲ遺脱シタルトキハ其証
　　　　書ハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ハ証書二記載ス可キ条件ヲ定ムルモノナリ
第五ノ場合二於テ年月日井二場所ヲ記セシメ若シ之レヲ記セサルトキニハ之ヲ無効トス是レ当然ノコト
ナリ再三説明セシ如ク公証人ノ管轄ハ専ラ土地ヲ以テ区画セシモノニシテ若シ此ノ管轄外二於テ証書ヲ
作ルトキハ其証書ハ無効トナル然ルニ若シ証書二場所ノ記載ナキトキハ何二依テカ其管轄地内二於テ作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）リタルヤ否ヤヲ知ルヲ得ンヤ故二場所ヲ記セサルトキハ法律上当然之レヲ無効ト見効スナリ又豊年月日
ハ其証書ヲ作リシ当時嘱托人ハ能カヲ有セシヤ否ヤヲ知ルニ必要ナリ故二里年月日ノ記載ナキトキモ其
証書ノ有効無効ヲ知ル可ラサルニ依リ法律上当然之レヲ無効ト見倣スナリ
第一ヨリ第四迄ノ者ヲ脱漏シタルトキハ無効トナルヤ否ヤ法律ハ之ヲ定メス故二此ノ点ハ事実裁判官ノ
判定二任ス可キモノニシテ預メ断言スルヲ得サルナリ且ツ夫レ此ノ条件中ニモ自ラ軽重アルモノナリ例
ヘハ第一ノ場合二於テ住所職業等ヲ漏脱スレハトテ之レカ為メニ証書ヲ無効トスルヲ要セズ（但シ公証
人ハ罰アルナリ）之二反シテ本人ノ氏名ヲ脱漏シタル如キハ勢ヒ之レヲ無効トセサル可カラサルヲ得ス
然リト錐トモ是等ノ点ハ全ク事実裁判官ノ任ニアルコトナリ
　【第三十一条　証書ヲ作ルニハ普通平易ノ語ヲ用ヒ字画明瞭ナルヲ要ス
　　　接続ス可キ宇行二空白アルトキハ墨線ヲ以テ之ヲ継続ス可シ
　　　数量並二年月日ヲ記スルニハ壼武参緯伍陸漆捌玖拾阻肝萬ノ字ヲ用フ可シ】
本条ハ証書ノ文意ハ可成二丁寧ナル者用ヒヨト云フコトハ増減変更ヲ防キ詐偽好黙ヲ遇シ為メニ空白ア
レハ之レヲ埴メ数字ハ筆画ノ多キモノヲ用ヒョト云フニ在リ
　【第三十二条　度量衡貨幣ノ数量、名称及暦法ハ法律ノ定ムル所二従ヒ之ヲ記ス可シ
　　　既二廃シタル度量衡、貨幣、暦法又ハ外国ノ度量衡、貨幣、暦法ヲ記セサルヲ得サル場合二於テ
　　　ハ之ヲ用フルコトヲ得】
本条ハ別二説明ヲ要セス
【第三十三条　証書二追加改正ヲ為ストキハ其文字並二何行二追加改正ヲ為シタルコトヲ欄外又ハ末
　尾ノ余白二付記シ公証人並二関係者捺印ス可シ又文中消字ヲ為ストキハ其原字ノ尚ホ明カニ読得
　可キコトヲ要ス且何行二若干字ヲ消シタルコトヲ欄外又ハ末尾ノ余白二付記シ公証人並二関係人
　捺印ス可シ之二違ヒタルトキハ追加、改正、消字ノ効ヲ有セス】
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本条ハ追加改正及ヒ消字ヲ為シタルトキハー々之レヲ欄外又ハ紙尾二附記シ且ツ公証人及ヒ関係人共二
捺印セヨ若シ捺印セサルトキハ其追加改正消字ノ分ハ無効ト為スニアラス只追加改正消字ノ分ノミ無効
トナルナリ而シテ追加改正消字ノ分ノミ無効トナルトハ追加改正消字ヲ為サ＼ル前二復スルナリ
　【第三十四条　証書ヲ作リタルトキハ関係人二読聞セ其旨ヲ記入シ然ル後二公証人並二関係人各自署
　　　名捺印シ公証人ハ某治安裁判所管内某地住居ト肩書ス可シ
　　　公証人並二関係人ノ署名捺印ナキトキハ其証書ハ公正ノ効ヲ有セス
　　　若シ署名スル能ハサル者アルトキハ明治十年第五十号ノ布告二従フ可シ之二違ヒタルトキハ其証
　　　書ハ其公正ノ効ヲ有セス】
本条ノ関係人ハ第十六条ノ関係人ヨリモ其意義狭捲ナリ即チ証書ヲ作ルトキノ立会人ト結約者双方トヲ
云フノミ
十年五十号ノ布告二従フトハ若シ本人署名スル能ハサルトキハ他人代テ之ヲ為シ且其署名シ能ハサルコ
トト代テ署名セシコトトヲ附記スルコトヲ云フ
　【第三十五条　証書ノ綴目合目ニハ公証人並二嘱託人之二捺印ス可シ】
　【第三十六条　公証人ハ自己及親属ノ為メニ証書ヲ作ルコトヲ得ス其親属他人ノ代理人タルトキモ亦
　　　同シ之二違ヒタルトキハ其証書ハ公正ノ効ヲ有セス】
以上ノニヶ条ニハ別二説明ヲ要セス
　【第三十七条　公証人若シ嘱託人ノ為メ訴訟代人若クハ代言人ト為リ又ハ為リタルコトアルトキハ其
　　　訴訟事件二付キ証書ヲ作ルコトヲ得ス之二違ヒタルトキハ其証書ハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ノ主意タルヤ訴訟ノ代人又ハ代言人ト為リナカラ其事件二就キ証書ヲ作ルトキハ或ハ偏頗ノ恐ナシ
トセス良シヤ幸二之レナシトスルモ本来公証人ハ人ノ権利義務二関スル大切ノ証書ヲ作ルモノナレバ何
二因テカ世間ノ嫌疑ヲ免レ自己ノ信用ヲ保ツヲ得ンヤ寧口始メヨリ之ヲ禁スルニ如カスト云フニ在ルナ
ル可シ
本条二因テ見ルトキハ差代言人ト公証人トヲ兼勤セシムルノ精神タルヲ知ル可シ然レトモ之ヲ兼勤セシ
ムルトキハ或ハ民人要意ノ用二応スル能ハスシテ大ニー般ノ不便ヲ来スヲ以テ実ハ法律ノ欲セサル処ナ
レトモ如［何］セン人物ノ乏シキー時ノ便宜ヲ用ヒサルヲ得サルナリ
本条ハ過去ト現在トニ付テ規定セリ即以前其事件ノ代言トナリタル事アルトキハ現二其事件ノ代言トナ
リ居ルトキハ共二証書ヲ作ルヲ得スト規定セリ且本条ノ禁スル所ハ代言トナリタル事件二付テ証書ヲ作
ルヲ得スト云フニアリテ証書ヲ作リタル事件二付キ代言二成ル可カラスト云フニハ非ラス又后ノ揚合二
於テハ法律ハ寧口其代言タランコトヲ希望スルモノナリ何トナレバ自己ノ作リシ証書ヲ自ラ弁明スル程
確的ナルモノ非ラサルナリ
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　【第三十八条　公証人ハ自己親属立会人又ハ証人ノ為メニ利益アル条件ヲ証書中二記ス可カラス若シ
　　　之ヲ記シタルトキハ其条件ハ無効トス】
本条ハ公証人ハ親属立会人証人ノ利益トナルヘキ条件ヲ記スヘカラスト云フニアリ利益トナル条件トハ
例ヘハ贈与ノ場合二於テ証人二受贈者ヨリ其受贈セシ金円ノ内幾円ヲ分配スルト云フノ類ナリ此ノ場合
モ無効トナルモノハ其条件ノミニ限ル決シテ証書全体二付テ無効ト為スニ非ス
条件ノ語ハ我法典中未タ曽テ見サル処ナリ然レトモ以后ハ陸続之二接スルナラン故二諸君注目シ置ク可
シ抑モ条件ノ語タル原語之ヲ（ボレジシヨン）ト称ス此条件ニモ未必条件ト只ノ条件トノニアリ本条二用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）ユルモノハ普通ノ条件ヲ云フモノニシテ古来用へ来リシ個条ト云フ語ト大同小異ノ意ヲ有ス
　【第三十九条　公証人ハ証書ノ原本ヲ保存ス可シ若シ之ヲ保存セス又ハ亡失シタル場合二於テ第四十
　　　七条ノ手続ヲ為サ＼ルトキハ其証書ハ公正ノ効ヲ有セス】
本条ハ実二奇惟ナル法条ト云ハサル可カラス先第一二証書トハ何ヲ指スカ本条ノ語気二因レハ必スヤ原
本ヲ指ス者ト解セサル可カラス然ルニ原本ハ既二亡失セシ場合ナレバ固ヨリ之アル道理ナシ是則チー読
奇惟ノ念ヲ喚起スル所以ナリ然レトモ畢寛法文ノ書方其宜ヲ得サルヨリ生ツル疑問ニシテ静二法二意ノ
アル処ヲ探求スルトキハ差シ左ノ如クナル可シ日公証人ハ必ス原本ヲ保存ス可シ若シ之ヲ保存セサル乎
又ハ亡失セルトキハ四十七条二従ヒ管轄始審裁判二乞テ正本又ハ正式謄本ノ認可ヲ得之ヲ原本ト為シ保
存ス可シ然ラサルトキハ正本又ハ正式謄本ハ公正ノ効ナシトスルニアリ
　【第四十条　嘱託人若シ代理人又ハ後見人ナルトキハ其委任状又ハ其証書ノ写ヲ原本二連綴ス可シ其写
　　　ニハ本書ト対照シ相違ナキ旨ヲ付記シ公証人並二関係人署名捺印シ其写ト本書トニ割印ス可シ1
　【第四十一条　証書二関係ノ書類ハ之ヲ原本二連綴スルコトヲ得之ヲ連綴シタルトキハ其旨ヲ原本ノ
　　　欄外又ハ末尾二付記シ公証人並二関係人捺印ス可シ】
以上ハ別二説明ヲ用セス
　【第四十二条　原本ニハ証券印税規則二定メタル印紙ヲ貼用ス可シ】
本条ニハ原本ニハ必ス印紙ヲ貼用ス可キコトヲ命スルナリ
始メ登記法ノ発布セラル、ヤ各新聞ニテ論スルニハ已二登記法ヲ収ムル以上ハ他ノ印紙税ノ如キハ之ヲ
　　　　　　　　　　　　　　　ノ納メサルモ可ナル乎之ヲ納ムルトセハニ重ノ税ヲ納ムルニ均シト今公正証書ノコトニ付テモ亦如此疑問
ヲ発スルモノアラン乎併シ是レ全ク彼是ヲ混同スルモノナリ登記税ハ登記税ニシテ印紙税ハ印紙税ナリ
公正証書二付テモ亦然リ手数料ハ手数料ニシテ印紙税ハ印紙税ナリーヲ納ムレハーハ納メサルハ可ナリ
トハ果シテ何ノ妄想ソヤ蓋シ本条二於テ印紙ヲ貼用ス可シト此二之ヲ定メタルハ妄想者疑ヲ抱カンヲ恐
レ之レヲ定メタルノミ
借テ本条ノ規則二因リ印紙ヲ貼用シタルトキハ公証人ハ捺印スルヲ可トス何トナレハ此ノ点二付テハ印
紙規則二従テ処分セラル、モノナレハ預メ捺印シ置クトキハ後日裁判所二持出シタルトキ此ノ印紙ハ証
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書授受ノ当時二在テ貼用セシモノナリトノ推測ヲ受クルヲ得レハナリ然レトモ本条ニハ明文ナキヲ以テ
仮令消印セスト錐トモ証書ハ無効トナルモノニハ非ラス只裁判官ヨリ利益ナル推測ヲ受クルヲ得サルノ
?
　　第二節　正本及謄本
　【第四十三条　正本ハ数量ノ定リタル金銭其他換用物若クハ有価証券ノ支弁二限リ権利者ノ請求二依
　　　リ之ヲ渡ス可シ之二違ヒタルトキハ正本ノ効ヲ有セス
　　　正式謄本及抄録正式謄本ハ権利者ノ請求二依リ之ヲ渡ス可シ】
本条ハ公正証書二執行ヲ与フルノ区域即正本ヲ附与スルノ場合ヲ定ムルモノナリ然レトモ独逸仏国其他
伊太利白耳義等ノ法律ニハ正本ヲ与フルハ凡テ自由ニシテ区域二制限アルコトナシ然ルニ未タ充分二進
歩セサル国二於テハ若シ之二制限ヲ附セズシテ如何ナル物件ニモ皆正本ヲ下附スルコトトスルトキハ回
復ス可ラサルノ弊ヲ生スルニ至ル即チ本条ノ制限二依テ起ル所以ナリ凡テ確定物二付テハ正本ヲ渡サ＼
ルナリ其理由ハ確定物ハ他二代用ス可キモノナキニヨリー旦之ヲ失フトキハ再ヒ回復スル由ナキヲ以テ
必ス裁判所ノ判決ヲ待テ然ル后チ執行ス可キコトトシ敢テ正本ヲ渡サ＼ルナリ
又正本ヲ渡スニハ数量ノ定マレルコトヲ必要トス故二仮令代補物ニシテモ数量定マラサルトキハ正本ヲ
渡ス可カラス例ヘハ甲ヨリ乙二負債セシメタ賠償ノ義務ノ如キハ元金円ヲ以テスルコトナリト錐トモ裁
判アル迄ハ其額一定セサルヲ以テ決シテ正本ヲ渡ス可カラサルノ類ナリ然レトモ此ノ場合二於テモ甲乙
合意ノ上ナラバ原本ヲ作ルモ敢テ妨ケナシ
換用物トハ（ホンジール）他ノ法律書二所謂得替物ニシテ本人ノ意思二依リ他ノ物件ト置換二得可キモノ
ト云フノ意ナリ例ヘハ噌味醤油或ハ刑法講義其他ノ書籍ノ如キ是レナリ然レトモ書籍ニテモ已二書入等
ヲ為ストキハ本人ノ為メ貴重ノモノトナリ最早得替物ニハアラサルナリ
有価証券トハ為換手形引出手切公債証書ノ類ヲ云フ是等ハ代価ノ代二使用スルヲ以テノ故二此名称アリ
然レトモ亦有価証券ノ変シテ確定物トナルコトアリ例ヘハ家屋売買ヲ為スニ当リ甲者ヨリ乙者二向ヒ第
何十号ノ公債証書ヲ以テ支払フ可シト云フトキハ其公債証書ハ確定物トナル故二此ノトキハ正本ハ与ヘ
サル也
第六回　十月十一日
【第四十四条　正本又ハ正式謄本ハ原本ト同時二又ハ原本ヲ作リタル後二於テ之ヲ作ルコトヲ得原本
　ト同時二作ルトキハ関係人ノ面前二於テシ原本ヲ作リタル後二作ルトキハ更二義務者ノ立会ヲ以
　テス可シ義務者出席セサルトキハ正本又ハ正式謄本ヲ求ムル者ヨリ管轄始審裁判所二出頭シ其命
　令二依テ他ノ公証人一員又ハ裁判所ノ裁判官検察官又ハ書記一員ノ立会ヲ以テ之ヲ作ル可シ之二
　違ヒタルトキハ其効ヲ有セス
　裁判所ノ命令二依テ正本又ハ正式謄本ヲ作リタルトキハ其末尾井二原本ノ末尾二其旨ヲ付記シ其
　命令書ハ之ヲ原本二連綴ス可シ】
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【第四十五条　正本又ハ正式謄本ヲ作ルトキハ第三十一条第三十三条第三十四条第三項及第三十五条
　ノ規定二依ル可シ
　正本又ハ正式謄本ニハ権利者ノ民名並二之ヲ作リタル年月日及場所ヲ記シ公証人並二義務者署名
　捺印ス可シ前条第一項ノ場合二於テハ公証人及他ノ公証人又ハ裁判所ノ官吏署名捺印ス可シ之二
　違ヒタルトキハ其効ヲ有セス】
　【第四十六条　正本又ハ正式謄本ヲ渡シタルトキハ原本ノ末尾二其旨ト年月日トヲ付記シ権利者ヲシ
　　　テ署名捺印セシム可シ】
以上三条ハ説明ヲ要セス
　【第四十七条　正本又ハ正式謄本ハ原本ノ亡失シタルトキ管轄始審裁判所ノ認可ヲ経之ヲ原本トシテ
　　　保存ス可シ】
正本及ヒ正式謄本ハ厳正ノ式ヲ履行シテ作ルモノナルニ因リ若シ原本ノ遺失スルトキ又ハ天災時災ノ為
メ消滅破損スルトキハ管轄始審裁判所ノ認可ヲ経テ之ヲ原本二代用スルヲ得ルモノトス是レ本条ノ規定
スル所ナリ
認可トハ普通ノ意義ハ其事ヲ検査シ而シテ或ハ之ヲ許シ或ハ之ヲ許サ、ルモ総テ其認可ヲ与フルモノ、
自由ナリトス然ルニ本条ノ認可ハ之ト異ナリ筍モ正式謄本又ハ正本ニシテ法律上ノ要件ヲ具備シタル上
ハ裁判所ハ之ヲ許否スルノ権ナク必ス之ヲ許サ、ル可ラス但シ是等ノ書類ニシテ必要ノ条件ヲ欠クトキ
ハ此限ニアラス
　　【第四十八条　数事件ヲ列記シ数人各自二関係ヲ異ニスル証書ハ権利者ノ請求二依リ其有用ノ部分ヲ
　　　抄録シテ正本又ハ正式謄本ヲ作ルコトヲ得
　　　正本又ハ正式謄本ヲ渡シタル者ニハ更二抄録正本又ハ抄録正式謄本ヲ渡ス可カラス又抄録正本又
　　　ハ抄録正式謄本ヲ渡シタル者ニハ更二正本又ハ正式謄本ヲ渡ス可カラス之ヲ渡スト錐モ其効ヲ有
　　　セス】
一個ノ書類二数個ノ条件ヲ列記シタル場合二於テハ権利者モ亦数人アル可ク従テ其権利者中ニハ或ハ寛
くママラ
浴ナルアリ或ハ厳酷ナルアリ其他種々ノ情々ヨリシテ甲権利者ハ義務ヲ執行セシメントスルモ乙権利者
尚猶予ス可シト抵抗シ為メニ不都合ヲ生スルノ患ナシトセス故二立法者ハ此ノ不都合ヲ防カンカ為メ本
条ヲ制定シ即各権利者ハ自己ノ有スル部分ヲ抜葦シタル正本又ハ謄本ヲ請フヲ得ルト規定セリ故二権利
者ハ速二執行セント欲スル者ハ速二執行ヲ為サシムルヲ得可シ而シテ曽テ他ノ権利者ノ権利ト抵触スル
コトナキナリ
第二項バー旦正本或ハ正式謄本ヲ請フタルトキハ更二再ヒ抄録謄本ヲ請フ可カラサルト定メタリ固ヨリ
当然ト云フ可シ
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　【第四十九条　正本又ハ正式謄本ハ管轄始審裁判所ノ命令アルニ非サレハ再度之ヲ渡スコトヲ得ス之
　　　ヲ渡スト錐モ其効ヲ有セス
　　再度以上正本又ハ正式謄本ヲ得ント欲スル者ハ其事由ヲ具シテ管轄始審裁判所二願出ツ可シ管轄
　　始審裁判所ハ原本ヲ保存スル公証人二其正本又ハ正式謄本ヲ渡ス可キコトヲ命スルコトアル可シ
　　其正本又ハ正式謄本ニハ幾度ノ正本又ハ正式謄本ナルコトヲ末尾二付記シ公証人署名捺印ス可シ
　　之二違ヒタルトキハ其効ヲ有セス】
　【第五十条　抄録正本又ハ抄録正式謄本ハ総テ正本又ハ正式謄本ト同一ノ手続二依リ之ヲ作ル可シ其
　　効カモ亦同シ】
　【第五十一条　証書ノ謄本及付属書類ノ写ハ関係人ノ求メニ応シ之ヲ渡ス可シ】
　【第五十二条　謄本ニハ原本ノ全文ヲ写シ其末尾二謄本ト記シ公証人署名捺印ス可シ】
　【第五十三条　抄録謄本ニハ原本ノ年月日及嘱託人ノ族籍住所職業氏名ヲ記シ末尾二抄録謄本ト記シ
　　　公証人署名捺印ス可シ】
　【第五十四条　管轄始審裁判所ノ命令二依リ関係外ノ者二謄本ヲ渡シタルトキハ其命令書ヲ原本二連
　　　綴シ末尾二命令書ヲ受ケタル旨並二年月日ヲ付記シ受取人ヲシテ署名捺印セシム可シ】
　　第三節　見出帳
　【第五十五条　公証人ハ見出帳ヲ作リ記入前管轄始審裁判所二差出シ綴目合目二其所長ノ官印ヲ受ク
　　　可シ】
　【第五十六条　見出帳ニハ日々取扱ヒタル書類中ヨリ第三十一条及第三十三条ノ規定二従ヒ左ノ件件
　　　ヲ記入ス可シ
　　　第一　嘱託人ノ住所氏名、第二　書類ノ番号種類、第三　書類ヲ取扱ヒタル年月日】
以上八条ハ説明ヲ要セス
　　第四節　兼任及書類ノ授受
　【第五十七条　公証人死去失踪免職辞職天職又ハ他ノ役場二転シテ直二後任者ノ命セラレサル場合又
　　　ハ抵触ノ場合二於テハ管轄始審裁判所ハ近隣ノ公証人二命シテ其事務ヲ兼任セシム可シ
　　　役場ヲ廃シタルトキハ書類ノ引継ヲ近隣ノ公証人二命ス可シ】
本条ノ近隣ナル語ハ曽テ講セシ如ク法律ノ精神ハ同区内ノ中ニテ最モ近キモノト云フノ意タルヤ明瞭ナ
リトス然レトモ司法大臣ノ執行規則二於テ公証人ハ当分一区内ニー人ヲ置キ又バー人モ置カサルコトア
ル可シト定メタルヨリ実際区中ノ中二限ルヲ得サルニ至レリ然レトモ早創ノ際亦已ムヲ得サルモノト云
フ可シ
【第五十八条　前条ノ場合二於テ兼任者ナキトキ其他必要ト見認ムル場合二於テハ管轄始審裁判所ハ
　直二其役場ノ書類二封印ヲ為ス可シ】
【第五十九条　公証人免職辞職又ハ他ノ役場二転シタル場合二於テハ後任者又ハ兼任者ハ前任者ト立
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　会ヒ書類ノ提要目録ヲ作リ共二署名捺印シテ授受ス可シ
　　死去失踪其他ノ事故二因リ引渡人ナキ場合二於テハ後任者又ハ兼任者ハ管轄始審裁判所ノ官吏
　　ト立会ヒ提要目録ヲ作リ受取ル可シ
　　書類封印後二命セラレタル後任者又ハ兼任者ハ管轄始審裁判所ノ官吏ト立会ヒ封印ヲ解キ提要
　　目録ヲ作リ受取ル可シ
　　後任者又ハ兼任者ハ提要目録ヲ作リタル日ヨリー月以内二其目録ノ写一通ヲ管轄始審裁判所二
　　差出ス可シ】
【第六十条　公証人停職ノ場合二於テハ兼任者ハ第五十九条ノ手続ヲ為スニ及ハス書類ノ保存ハ停職
　者之ヲ担当ス可シ
　兼任者ハ停職者ノ役場二於テ其職務ヲ行フ可シ】
【第六十一一一条　兼任者引継ノ書類ヲ更二他ノ公証人二引渡ストキハ其命ヲ受ケタル日ヨリ三日以内二
　自己ノ引継キタルトキノ目録二依テ引渡ヲ為シ其始末書ヲ作リ受継人ト共二署名捺印ス可シ
　受継人ハ始末書ヲ作リタル日ヨリー月以内二其写一通ヲ作リ管轄始審裁判所二差出ス可シ】
【第六十二条　停職者復任スルトキハ管轄始審裁判所ヨリ兼任者二解任ヲ命ス可シ】
【第六十三条　前任者ノ作リタル原本二依テ後任者正本又ハ謄本ヲ渡ストキハ其受継人タル旨ヲ付記
　　ス可シ
　　本任者ノ作リタル原本二依テ兼任者正本又ハ謄本ヲ渡ストキハ兼任者タル旨ヲ付記ス可シ】
　　第四章　手数料及旅費日当
　【第六十四条　公証人ハ此章二定メタル程限二従ヒ嘱託人ヨリ手数料及旅費日当ヲ受クルコトヲ得】
　【第六十五条　手数料ハ原本一枚二付キ武拾五銭正本及謄本バー枚二付キ拾銭但一行二十字二十行ヲ
　　　以テー枚トシ十行以上バー枚十行以下ハ半枚ヲ以テ算ス】
　【第六十六条　嘱託人ノ求メニ依リ先ツ証書ノ草案ヲ渡シ後其原本ヲ作リタルトキハ草案ノ手数料ヲ
　　　別二請求スルコトヲ得ス但其原本ヲ作ラサルトキハ原本手数料ノ半額ヲ受クルコトヲ得】
　【第六十七条　公証人其役場ヨリー里以外ノ地二往テ職務ヲ行フトキハ往返トモ旅費トシテー里毎二
　　　武拾銭ヲ受クルコトヲ得其職務ヲ行フ為メ或ハ災変ノ為メニ其場所又ハ途中二滞留スルトキハ日
　　　当七拾銭ヲ受クルコトヲ得】
　【第六十八条　兼任者本任者二代リテ職務ヲ行フトキハ其手数料ハ総テ兼任者之ヲ受ク可シ】
　【第六十九条　手数料ノ外証券印紙並二罫紙ノ代価ハ嘱託人ヨリ之ヲ受クルコトヲ得】
　【第七十条　嘱託人ノ求メアルトキハ手数料等ノ計算書ヲ与フ可シ】
以上十三ケ条ハ説明ヲ要セス
　【第七十一条　手数料等二係リ争ノ生シタルトキハ其金額二拘バラス管轄始審裁判所二訴フ可シ】
本条二手数料等二係リ争ノ生シタルトキ云々トアリ此ニアル等ノ宇ハ即チ旅費日当ヲ指スモノナリ故二
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之レヲ妄二広ク解スルトキハ遂二不都合ヲ生スルニ至ル可シ諸君請フ之レヲ記セヨ
我国民事ノ規則二於テ裁判所ノ管轄ヲ定メ百円以上ノ事件ハ必ズ治安裁判所二出納セサル可ラスト定メ
タリ然ルニ本条二限リ金額ノ多寡二係バラス総テ始審裁判所二出訴スルヲ得ルト定メタルハ其理由如何
蓋シ公証人ハ法律二明ニシテ事理ヲ弁スルモノナレハ固ヨリ勧解ヲ要スルノ理ナシ是レ第一ノ理由ナリ
公証人ハ直二司法大臣二隷属スルモノニテ其身分位地甚タ高尚ナルモノナリ故二敢テ治安裁判所ノ如キ
最下等ノ裁判二訴出テシメサルナリ是レ第ニノ理由ナリ
　　第五章　懲罰
　【第七十二条　公証人此規則ヲ犯シタル時ハ管轄始審裁判所二於テ第七十三条ヨリ第七十六条マテニ
　　定メタル規定二依リ処分ス可シ】
　【第七十三条　左ノ違犯ハ五十銭以上一円九十五銭以下ノ過料二処ス（以下略）1
　【第七十四条　左ノ違犯ハニ円以上五円以下ノ過料二処ス（以下略）】
　【第七十五条　左ノ違犯ハ五円以上三十円以下ノ過料二処ス（以下略）】
　【第七十六条左ノ違犯バー月以上四月以下ノ停職二処ス
　　　第四条ノ第一項二違ヒタル時、第十五条二違ヒタル時、第十六条二違ヒタル時、第十七条二違ヒ
　　　タル時】
以上五条ハ説明ヲ要セス
　【第七十七条　公証人前数条二掲ケタル懲罰処分二対シ不服アルトキハ管轄控訴院二抗告スルコトヲ
　　　得但抗告ハ其処分ノ執行ヲ停止スルノ効力ナキモノトス】
抗告ノ手続ハ実際如何二定メラル、ヤ前回ニモ述シ如ク我法典二付テハ抗告ナル文字ハ之ヲ嗜失ト為ス
コトナレハ今預メ之ヲ断言スル能ハズト錐之ヲ外国ノ例二徴スルニ本条ノ場合二於テハ若シ裁判二不服
アルトキハ公証人ハ先ツ抗告状二不服ノ点ヲ列記シテ之力裁判所ヲ為セシ裁判官二呈ス可ク裁判官ハ之
ヲ閲シ若シ其申立正当ナリトスルトキハ自己ノ処分ヲ改ム可ク若シ又其申立不当ナリトスルトキハ之ヲ
控訴院二呈出ス可ク控訴院二於テハ或ハ書面二就テ直二裁判ヲ下スコトアル可ク又或ハ公証人ヲ呼出シ
テ判決ヲ下スコトモアル可クナリ本条二控訴院二抗告シ得ルトアルノ故ヲ以テ通常ノ控訴ト混ス可カラ
ス
本条ノ抗告ト民人力公証人ノ職務二対シテ為ス処ノ抗告トハ之ヲ混ス可カラス本条ノ抗告ハ処分二対ス
ル抗告ニシテー方ハ職務二対スル抗告ナリ
本条ノ抗告アリタルトキト錐トモ執行ヲ停止セズ之レ亦普通ノ上訴ト差異アル点トス
【第七十八条　公証人停職二当ル所為三度二及ヒタルトキハ司法大臣其職ヲ免ス
　第二十条ノ第一第二第三二記載シタル処分ヲ受ケ又ハ身許補償金ヲ差入レサルトキ亦前項二同
　シ】
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本条二於テ第一二疑ハシキハ停止二当ル所為ノー句ナリ故二二回停職セラレテ三回目二停職ヲ命セラ
ル、ヲ待タズシテ只其所為アリシ而已ニテ之ヲ免ルノ意力将又三回停職ヲ受ケテ后チト云フノ意ナル乎
今専ラ当ル所為ト云フニ付テ之レヲ考フレハ荷モ所為ノ三回トナルヤ裁判ヲ待タスシテ免職セラル、力
如シト錐トモ斯ク解スル能ハサルモノアルヲ如何セン何ソヤ日ク司法大臣ハ行政官ニシテ司法官二非ラ
サレハ只其所為アリタルノミニテハ之レヲ知ルノミ然レハ則本条ヲ解スルニハ三回停職ノ処分ヲ受ケタ
ルモノト解セサル可カラス
保証金ヲ納メサルトキハ其職ヲ免ストアリ始メヨリ納マラサルモノハ勿論ノコトナリ良シヤー旦納メタ
リトスルモ罰金其他ノ原由ノ為メ保証金ノ額ヲ減シタルトキ之レヲ補足スルコトヲ得サルモ亦其職ヲ免
セラル
　【第七十九条　公証人此規則ヲ犯シタルニ依リ他人二損害ヲ生セシメタルトキハ之ヲ賠償ス可シ】
本条ハ民法ノ原則ニシテ笈二特記シタルモノハ公証人ハ官吏ト類似シタルヲ以テ若シ明文ナキトキハ或
ハ公証人ノ職務上ヨリ生セシ損害ハ賠償セシムルヲ得スト疑フ者アランカト思惟シ全クー片ノ老婆心ヨ
リ遂二本条ヲ見ルニ至リタルモノナリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公証人規則講義筆記　了
　D）岸本校訂・井本常治著『公証人規則釈義』
　公証人規則に関しては、多くの注釈書が刊行された。例えば、箕作麟祥校閲・石川惟安著『公証人規
則釈義』（博聞社蔵版、明治19年9月）、鶴田皓序言・今村長善著『登記法公証人規則詳解』（博聞社蔵
版、明治19年10月）、水谷新八編『登記法公証人規則注解』（三鱗堂、明治20年4月）などが代表的な
ものだが、明治法律学校関係では、岸本辰雄校訂・井本常治著『公証人規則釈義　全』（明法堂、明治19
年9月27日発免）が刊行されている（18｝。
　井本常治は、明治法律学校を明治19年5月に卒業し、同年7月に代言免許を取得している（19）。この釈
義は、岸本から各条の立法経緯などの知識をえて執筆したものと思われる。
　「総論」および第1条の註釈において、井本は、公証人規則の制定理由や公証人の職務・性質につい
て、次のように述べている（20）。
　…欧州諸国二於テハ文明ノ発達ト共二前世紀ノ末二於テ已二此規則ノ設定アリ今日二至テハ何レノ
　邦国二就テ是レヲ見ルモ実二社会必須ノ法則ナリトシテ尊重セラレサルナク又公証人ノ職務モ益々頻
　繁ヲ加ヘサルナシ蓋シ社会二於テ信用ノ貴重ナル程度ハ即チ是公証人ノ必要ナル標準ナリチシテ見ル
　ヲ得可キナリ
　公証人の職務は、民事に関して「人民ノ嘱托二因リ公正証書ヲ作ル」ことであるが、この公正証書は
「法律上完全ノ証拠カヲ有シ設令反対ノ証拠ヲ挙ケテ以テ是レヲ攻撃スルモ到底動カシ得可カラサル効
カヲ有スルモノ」であり、「或ハ相互ノ約束二於ケルモ（売買、貸借ノ如キ）或ハ自己ノ存意ヲ表章スル
ニ於ケルモ（贈与、贈遺ノ如キ）此公正証書ヲ以テ之レヲ為ストキハ異日決シテ紛紙ヲ生スル憂アラサル
一107一
42巻　1号　2003　10月
ナリ」。換言すれば、「一私人タル契約者双方ノ間二於テ証書ヲ作リ事為ヲ後日二約ス可キ必要アルニ際
シ予メ其異日将二起ラントスル紛雑ヲ避ケ該契約ノ正確二完成センコトヲ欲スルニ当リ」公正証書を作
成するのである。
　なお、公証人は、「司法大臣二隷属シ控訴院長始審裁判所長ノ監督ヲ受ク可キモノニシテ純然タル公
吏」であるが「一切俸給ヲ受ケス只タ其職務上嘱托人ヨリ手数料」を受ける点で、「諸他官吏ト大二其趣
ヲ異ニスルモノアリ」（21）。
　以上のような趣旨は、前掲した岸本の講義内容とほとんど一致する。各条の解説も、同様であり、特
に井本独自の見解が示されているわけではない。
　しかし、規則第20条の公証人の欠格事由の第2項「盗罪詐偽罪賄賂収受ノ罪及賊物二関スル罪ヲ犯シ
刑ヲ受ケタル事」について、岸本講義が、当該条項の原案が村田保らの修正意見により大きく修正され
たことに対する岸本の不快感を反映してであろう、
　　第二盗罪トハ刑法中二於テ曽テ見サル処ノ罪名ナリ故二窃盗看守盗トアルトモ荷モ盗ト云フ字ノ附
　　着スル限リハ皆此語中二含有スト解ス可シ
　　詐偽罪モ亦刑法中二見サル所ナリ差シ詐ハ詐欺罪ノ詐リ取ルヲ偽造罪ノ偽リ取リタルモノヲ云フナ
　　リ故二詐欺罪偽造罪ノ如キハ皆此語中二包含スルモノナリ其他賄賂罪及ヒ賊罪ノ如キハ刑法中二見
　　サル所ナレバ別二説明ヲ要セズ
と、簡単に述べるにとどまり、充分な説明を加えていないのに対して、井本もまた、条文内容の不明確
さ・不適切さを指摘しながらも、元老院会議における修正理由や村田の発言に拠りながら、詳しく註釈
を加えている（22）。
　　盗罪ハ刑法二於テ其盗罪タルヘキモノヲ明示セサルカ故今之レヲ詳言スルニ由シナシト錐トモ惟フ
　　ニ強窃盗監守盗ヲ初メ受寄財物費用罪等皆此中二包含セルモノナル可シ又タ詐偽罪ト云ヘルモソノ
　　如何ナルモノナルヤ太タ明瞭ナラサレトモ詐トハ詐欺的ノコトニシテ偽トハ偽造的ノモノナル可シ
　　故二詐欺取財ノ罪胃認罪、証書印影偽造罪、等ヲ総称スルモノナランカ又賄賂収受及ヒ購物二関スル
　　罪ト云ヘルハ刑法二規定スルモノニシテー言二是レヲ約説スレハ卑劣罪トモ称スヘキ所行ヲ意味シ
　　タルモノナル可シ夫レ此ノ如キ罪科ヲ犯シタルモノハ共二伍スルモ尚ホ肚ツヘキモノナル故固ヨリ
　　公証事務ノ如キ重任ヲ托スルハ頗ル危険ノ恐レアルヲ以テ公証人タルヲ得スツナセリ然レトモ亦タ
　　是れ大赦ヲ得タルトキハ全ク其罪ノアラサリシ者ト見倣スカ故大赦ノ後ハ公証人タルコトヲ得ルナ
　　リ
　ちなみに、井本の註釈本の巻末には、「書式目」が収載されており、ここでは、六種の公正証書が公証
人の作成すべき主要な書類と考えられていることが知られる。すなわち、①「地所書入（又ハ質入）」・
②「地所（建物又ハ船舶）売渡」・③「米類（其他換用物）売買」・④「遺嘱贈与」・⑤「地所（又ハ建物）
譲渡」・⑥「金銭借用」の公正証書がそれである。
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E）公証人規則後史
　第1回の公証人試験（筆記）（23）は、明治20年3月1～3日（3日間）に実施された。東京控訴院におい
て施行された試験問題は、次のような内容であった（24）（25）。
　　一、公正証書力公正ノ効ヲ有セサルニ至ル揚合ヲ列記セヨ
　　ニ、公正証書中権利者ノ請求アレハ其ノ正本ヲ渡スヘキモノト渡スヘカラサルモノトノ区別及其ノ
　　　理由
　　三、法律命令二背キタル契約ノ種類及ヒ其適例
　　四、後見人ハ和解ノ契約ヲ為スヲ得ルカ
　　五、私生ノ子嫡出子法律上資格ノ差異如何
　　六、換用物不換物ノ区別如何
　　七、法律上差押へ得ヘカラサル種類ヲ列記セヨ
　　八、原告人ヲシテ挙証ノ責ナキ場合アルカ若シアラバ其適例ヲ挙ケヨ
　　九、出訴期限ヲ定ムル理由並二起算及中断ノ方法如何
　　十、有限責任ノ商社ヲ組織スルニハ如何ナル手続ヲ以テ之ヲ為シ得ヘキカ
　　十一、売主ノ代人ヲシテ同時二買主ノ代人タル事ヲ得ルヤ否ヤ其理由
　　十二、為替又ハ約束手形ト他ノ契約ト異ナル点ヲ指示セヨ
　　十三、公正証書ノ原本二印紙ヲ貼用セサルトキハ其証書ノ効力如何
　　十四、公正証書ノ正本又ハ正式謄本二幾度ノ正本又ハ正式謄本タルコトヲ付記スル理由
　　十五、遺言書ヲ作リタル公証人其遺言者ノ死亡シタルヲ知リタルトキハ如何ノ手続ヲ為スヘキヤ
　『明法雑誌』には、明治法律学校の校友及び生徒で、筆記試験に合格した5人の名前（小林重泰・松
田半次・直海精一郎・柴田熊太郎・玉置倒一郎）が、掲載されている（26）。彼ら全員が最終的に公証人の
資格をえたか否か、また全国総合格者数も不明である。
　最終的に試験に合格した者を含め、明治22年4月10日から7月頃までの間に公証人資格を取得した
者のなかから、116名が全国の治安裁判所管内に配置、さらに5月10日から司法省において岸本等を講
師として修習が行ねれ（27）（15日間、65名）、ようやく6月頃から実際の執務が開始されたようである。
公証人規則の公布から執務開始まで、2年9ケ月が経過したことになる。ちなみに、明治22年中に任命
された公証人数にっいても、正確には知りえないが、ある資料に拠れば、8月24日現在の全国公証人数
は123人で、その内、判事・検事が12人、判事補・家事補が28人、代言人が30人、試験及第者が53
人であったと言われている｛28）（公証人規則第18条は、試験による選任と資格による選任の二種を認め、
前者を原則としていた）。
　以上のように、明治19年公証人規則によって誕生した公証人は、ようやくにして明治22年中頃から
実際の活動を開始した。公証人の活動実態については不明な点が多いが、かなりの地域差があったもの
と推測されている。京阪神地方では公証制度がよく利用されたが、とりわけ東京は低調であったとよう
である。その後次第に、公証人数および取扱件数ともに順調に増加していったとも言われているが（29）、
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公証人規則が定員制をとっていたこと（第5条）と、定年の定めが無かったことが反映してか、明治35
年10月までに、公証人試験は、東京・大阪・広島・長崎の各控訴院や宮崎地裁などで8回実施されたに
過ぎない（30）。また、公証人規則と同時に成立した登記法は、不動産登記の担い手として代書人を想定し
ていたことも（公証人ではない）、公証人事務の飛躍的増加をもたらさなかった原因の一つであろう。と
もあれ、明治19年公証人規則は、明治41年4月14日の公証人法（法律第53号）によって改正され、
その後数次にわたる改正を経て今日に至っているが、制度自体の基本的な性格は変わっていない（31）。
　　注
（1）　ちなみに、公証人の歴史は、はるか古代ローマ帝政期のタベリオ（tabellio、法書士）にまで遡
　るといわれている（久保正幡「公証人と法律学の歴史」『公証法学』第2号、1973年、など参照）。
（2）　和蘭人ラッパール氏講i述『大日本・法朗西・和蘭陀公証人規則集成』（万巻書房、明治19年）。こ
　の「公証人規則草按」の作成過程、フランス・オランダ法の受容については、森征一「司法省お雇
　いオランダ人アダーム・ラパールと『公証人規則草按』」（『明治法制史政治史の諸問題』慶磨通信、
　1977年）および、蕪山巌「日本公証制度の黎明期」『公証』第100号、1992年）に詳しい。
（3）修正の経緯にっいては、とくに、新野利『公正証書の語源的研究』（1988年）を参照。
（4）公証制度の沿革の概略については、公証制度八〇年記念『日本公証制度沿革史』（日公連、1968年）、
　本多芳郎「わが国公証人制度の歴史と現状」（『公証法学』第1号、1972年）および、渡辺五三丸「日
　本公証人法縁起解題」（『公証法学』第2号、1973年）、『公証制度百年史（本文編・別冊資料編）』（日
　公連、1988年）など、参照。
（5）　明治法制経済史研究会編『元老院会議筆記』前期第10巻（元老院会議筆記刊行会、1964年）
　287－303頁。
　　長森敬斐は、天保5年肥前佐賀藩に生まれた。明治4年、江藤新平の推薦によって維新政府に任
　用され、左院や司法省の民法会議に参加した。その後、8年4月の左院廃止に際して司法省7等判事
　となり、ついで東京上等裁判所に、翌9年4月には司法省民法課地方慣例調査局に配属されている。
　敬斐が、公証人規則草案の作成に関与したのは、10年版民事慣例類集の編纂と同時期ということに
　なる。13年3月太政官に転属となり、14年参事院議官補、18年法制局参事官、21年には法律取調
　報告委員に任じられている。手塚豊・利光三津夫氏は、敬斐の識見にっいて、とりわけ漢学と法律
　学の双方に通じている点で、明治初期の官僚群中において抜群であったと高く評価している（手塚
　豊・利光三津夫『民事慣例類集』慶慮通信、1969年、．37～43頁）。
　　周布公平は、嘉永3年長州藩に生まれた。維新後ドイツに留学し、明治9年に司法権少丞に任じ
　られ、11年太政官権少書記官、14年7月同権大書記官、同年10月参事院議官補、18年12月法制局
　法制部長などの司法官僚を経て、23年貴族院議員、24年兵庫県知事、30年12月行政裁判所長官、
　33年神奈川県知事など、地方官の元老として活躍した（『顕要職務補任録』）。
　　柴原和は、天保3年播磨国竜野藩に生まれた。明治2年の甲府県大参事をかわきりに、4年木更津
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　県県令などを経て、8年地方官会議幹事、12年元老院議官、21年山形県知事、のち香川県知事、27
　年貴族院議員など、要職を歴任した（大植四郎編『明治過去帳』（新訂版）東京美術、1981年、965
　頁、など）。ちなみに、当該発言に見られる、代言人批判は、地方政府高官の代言人観として興味深
　い。
（6）　明治法制経済史研究会編『元老院会議筆記』後期第25巻（元老院会議筆記刊行会、1981年）
　2008頁。
（7）
（8）
（9）
（10）
前掲『元老院会議筆記』後期第25巻、1991－2084頁。
同書、2005－2006頁。
山形万里子「商法典制定と岸本辰雄」（『明治大学史紀要』11号、1994年）参照。
岸本が、内閣委員として元老院会議に出席したのは、この第519号議案「公証人規則」が唯一で
　　ある。ちなみに、本稿で復刻した「公証人規則講義」のなかで、岸本は登記法の立案作業にも関わ
　　った旨述べているが、第521号議案「登記法」の内閣委員は、周布公平と男谷忠友（ともに法制局
　　参事官）であり、岸本は出席していない。
（11）ちなみに、元老院議官尾崎三良の日記には、7月19日と28目に、公証人規則審議の記載が見られ
　　る（伊藤隆・尾崎春盛編『尾崎三良日記』中巻、中央公論社、1991年、30－31頁）。
（12）　前掲『元老院会議筆記』後期第25巻、2005－2006頁。
（13）　同書、2025－2030頁。
（14）　調査委員として、村田保・三浦安・伊丹重賢・棋村正直・岡内重俊・箕作麟祥・西周の七名が、
　　東久世通禧議長によって指名された。
（15）
（16）
（17）
（18）
同書、2053－2060頁。
前掲『元老院会議筆記』後期第25巻、2036－2038頁。
同書、2062－2063頁。
筆者は、国立国会図書館所蔵本（YDM34689）を利用した。なお、複製本を明治大学図書館（明大
　　文庫）に収蔵しておいたので参照されたい。
（19）　井本常治については、拙稿「明治法律学校出身の代言入群像一至明治二六年一」（『法律論叢』68
　　巻6号、1996年）115頁、参照。
（20）
（21）
（22）
（23）
岸本辰雄校訂・井本常治著『公証人規則釈義　全』1～5頁。
井本著・前掲『公証人規則釈義　全』6～11頁。
同書、43～45頁。
明治20年3月1目から第1回公証人試験が実施される旨は、明治19年11月12日に司法大臣山
　　田顕義によって告示された（同日『官報』、『明法雑誌』第24号［明治19年11月20日発莞］）。
（24）　『明法雑誌』第32号（明治20年3月20日発免）460－461頁。
（25）　東京控訴院のほか、大阪・広島・長崎の各控訴院においても第1回試験が実施された。筆記試験
　　の内容は同一であったと推測される。
一111一
第42巻第1口　2003　10月
（26）　『明法雑誌』第34号（明治20年4月20日発免）519頁。
　　　ちなみに、「公証人規則施行条例」の第7・8条によれば、筆記試験の合格者に対して、さらに口
　述試験が行われ、筆記口述両試験の「総点」によって最終的な合格者が決定されたようだが、『明法
　　雑誌』誌上で続報は見られない。
（27）　司法省における修習の講師は、山田顕義司法大臣・箕作麟祥司法次官・岸本辰雄司法省参事官で
　　あった（前掲『公証制度百年史』20頁）。
（28）前掲『公証制度百年史』26頁以下。
（29）公証人数と、公証人一人あたりの年間平均件数は、明治27年では157名・174800件であった
　　が、31年には、204名・330955件、37年には、300名・494022件となった（前掲『公証制度百年史』
　　47頁）。
（30）　日本司法書士会連合会編『日本司法書士史（明治・大正・昭和戦前編）』（ぎょうせい、1981年）
　　100－101頁。
（31）　ちなみに、明治35年以降、公証人試験は一度も実施されていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はしもと　やすひろ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（むらかみ　かずひろ）
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